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令和4年度一般会計予算特別委員会会議録 

 

令和４年３月１４日（月） 

（開 会）  １０：００ 

（閉 会）  １６：３３ 

【 案 件 】 

１．議案第４号 令和４年度 飯塚市一般会計予算 

                                           

○委員長 

ただいまから、令和４年度一般会計予算特別委員会を開会いたします。 

「議案第４号 令和４年度飯塚市一般会計予算」を議題といたします。３月１１日に引き続

き、第３款民生費についての質疑を許します。まず質疑通告をされております１４５ページ、

扶助費、生活保護扶助事業費について、城丸委員の質疑を許します。 

○城丸委員 

 生活保護扶助費についてお聞きしたいんですけど、令和４年度の予算で生活扶助費が６億

３７３０万９千円の減額ということで計上されておりますが、本年度の扶助費の内訳と昨年度

の比較をお聞きしたいと思います。 

○生活支援課長 

 令和４年度当初予算における生活保護の扶助費の状況につきまして、令和３年度予算額との

比較でご説明させていただきます。まず、令和４年度における扶助費の当初予算総額は、

８６億６９２０万円となっております。内訳としましては、生活扶助が約２３億８４５万円で

２６．６％、次に、住宅扶助が約９億５６２５万円で１１％、医療扶助が約５０億１４６万円

で５７．６％と、この３扶助が９５．２％を占めております。残りの４．８％、約４億

３０４万円が教育扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助、介護扶助等でございます。昨年度と

比較いたしまして、総額で６億３７３０万９千円、６．８％の減、生活扶助では約２億

１７００万円、８．３％の減、住宅扶助で約２１００万円、２．１％の減、医療扶助が約３億

７６００万円、７％の減となっております。扶助費につきましては、ピーク時の平成２４年の

扶助費総額が、約１０３億３２００万円でございました。平成２４年度以降は、毎年保護率が

低減傾向にあり、令和３年度当初予算との比較で、約１６億６千万円程度減少してきていると

ころでございます。 

○城丸委員 

 ちょっと低減傾向にあるということですけど、その中でも昨年度比較との中で、一番大きく

減額しているのは生活扶助費の減額だと思うんですけど、これはどういうわけでしょうか。 

○生活支援課長 

 扶助費の減額の要因としましては、被保護者数の減少がその要因となりますが、生活保護費

につきましては、令和３年度の予算編成よりコロナ禍の影響による生活保護開始件数も上乗せ

して見込んでおります。令和３年度では、家族４人をモデルケースとしまして、月の平均で

１０件、扶助額として約１億３２００万円の増額を見込んでおりました。このコロナ禍の影響

を要因とした生活保護の開始件数につきましては、令和２年度が１４件、令和３年度は１月末

で３件となっております。来年度予算にもコロナの影響での増加分を計上しておりますが、毎

月３件の開始を見込み、扶助額として４４３０万円を見込んで加算しているところでございま

す。この部分の減額が、生活扶助費の減額の中で大きなウエートを占めていることから、生活

扶助費の減額の割合が増えたところでございます。 

○城丸委員 

 コロナによる影響を見込んでということで、令和３年度は１０件、１月末では３件、令和
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４年度についても月３件の３６件を見込んでいるということですけど、それでも６億円の減額

ということになっているということなんですけど、このコロナの影響につきましては令和２年

度は１４件ですか、１４件で結構多いんですけど、後はあまり見られないということなんでし

ょうけど、このコロナ禍にも関わらず、被保護者数の減少が扶助費減額の要因との説明でした

けど、その被保護者数の推移は、どのようになっておりますでしょうか。 

○生活支援課長 

 本市の過去３年間の生活保護の受給世帯数、受給者数、保護率の推移につきまして、平成

３０年度から令和２年度までの各年度の数値でお答えいたします。まず、平成３０年度が保護

受給世帯数４２３０世帯、受給者人数５７３３人、保護率４４．７パーミル、令和元年度は、

保護受給世帯数４１４３世帯、受給者人数５５３５人、保護率４３．４パーミル、令和２年度

は、保護受給世帯数４０５７世帯、受給者人数５３３３人、保護率４２．１パーミルとなって

おり、この３年間で１７３世帯、人員で４００人、率にして２．６パーミルの減となっており

ます。以上のとおり、微減傾向で推移しており、令和４年２月末時点現在では、保護受給世帯

数４００９世帯、受給者人数５２０３人、保護率では、４１．２パーミルと、さらに減少化傾

向が続いております。また、受給者数は微減で推移していますが、単身高齢者世帯の割合が増

加しており、この傾向は国でも同様でありますことから、今後も高齢者の受給率が増加してい

くものと分析をしております。 

○城丸委員 

 このコロナの影響で多分増えるだろうと、生活保護の開始件数が増えるだろうということで、

私も想像していましたし、皆さんも多分、想像をされていたと思うんですけど、実際は増えて

ないと。この生活保護者が増えることなく減少を続けている要因は、何だと考えられますか。 

○生活支援課長 

 市内においても、いまだコロナ禍の経済活動の衰退の影響を受け、生活困窮状況より脱却で

きずにいる市民が多いと見受けられます。 

○生活支援課長 

 しかしながら、令和２年度に引き続き、令和３年度は社会福祉協議会が実施した生活福祉資

金の貸付けにより、生活を維持することができた方々も多数いらしたようでございます。また、

本年度７月からは生活福祉資金貸付金を利用した後も生活の立て直しができない方を対象に、

新型コロナウイルス感染症自立支援金の給付も始まっておりまして、本市では、多数の方々が

この貸付けや支援金を利用されております。また、コロナ下の支援策として、国や自治体が実

施した各種の支援金等につきましても、市民生活を支える大きな効果があったものと考えてお

ります。 

○城丸委員 

 社協による生活福祉資金の貸付け、それから自立支援金の給付、それから国や自治体が実施

した各種の支援金、これによって、ひとまず息をついたというか、非常によかったんではない

かというふうに思っておりますが、今からウイズコロナという状況で、先ほども答弁の中にあ

りましたけど、生活困窮状況を脱却できずにいる市民が多くいるということと、単身高齢者等

の増加によって、高齢者の生活保護受給が増加していくという見込みも出ております。今から

増えてくる可能性も十分ありますので、その辺は丁寧に対応していただいて、手を差し伸べて

いただきたいというふうにお願いして、質問を終わります。 

○委員長 

 では次に、同じく１４５ページ扶助費、生活保護扶助事業費について、川上委員の質疑を許

します。 

○川上委員 

 おはようございます。日本共産党の川上直喜です。最初に生活保護のケースワーカーの主な
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業務、配置基準、配置状況、担当世帯数の新年度見込み、お尋ねします。 

○生活支援課長 

 まず、ケースワーカーの業務につきましてですが、ケースワーカーの業務は、「最低限度の

生活保障」と「自立助長」を目標として、個人や家族が社会生活上で直面する問題の解決に向

けて援助活動を行っていくものであり、家庭訪問を初め、各関係機関との連携、各種調査、新

規申請受け付けから開始までの業務及び生活保護事務一般など多岐にわたっております。また、

多様化する保護世帯のニーズに合わせた知識の習得も求められていることから、研修会等にも

参加し、スキルの向上に努めています。ケースワーカーの仕事は処遇困難ケースへの対応、業

務量の多寡により、非常に激務となっており、心理的なストレスも大きいため、業務負担の軽

減と、ケースワーカーを孤立させないよう、係長を初めとした管理監督職を含む生活支援課職

員が一丸となって、組織的対応を行うことで、問題の解決を図るように努めているところでご

ざいます。また職員の人員体制につきましてですが、令和３年４月１日時点で、被保護者世帯

数４０５７世帯に対し、ケースワーカーは５６人となっており、担当者１人当たりのケース数

は平均７２ケースとなっております。本年度２月末現在では、４９００世帯に対して、１人当

たり平均７１ケースであり、一番多くケースを有しているケースワーカーは９２ケースとなっ

ております。このケースワーカー１人当たりの法定定数は、社会福祉事業法第１５条にて、郡

部福祉事務所は６５ケース、市部福祉事務所は８０ケースと記載されております。本市におき

ましては、平成１８年に１市４町で合併し、広域な範囲が支部の管轄となりました。現在、法

定定数８０ケースを下回る状況ではございますが、地理的な状況を鑑み、訪問活動等で時間を

要する担当地区などは、ケース数を調整しているところでございます。令和３年度のケース

ワーカー定数５６名中、１１名につきましては、任期付職員で、残りの４５名は正規職員の定

数となります。任期付職員につきましては１１名の定数を確保できておりますが、正規職員

４５名のうち３名が欠員となっておりまして、代替の会計年度職員を配置して対応していると

ころでございます。新年度における配置の予定でございますけれども、令和２年度から令和

３年度の４月１日現在において、被保護者世帯数が８６世帯減となっております。また、本年

度２月末現在では、年度当初より４８世帯減少しております。年々、被保護者世帯数が減少し

ていますことから、ケースワーカー１人当たりのケース数も当然少なくなっております。新年

度につきましてはこのような現状から、ケースワーカーを５６人から２人減とし、５４人体制

とする予定で、担当者１人当たり平均７４ケース程度と考えております。 

○川上委員 

 新年度ですけれど、最も多い担当ケース、世帯は何世帯ぐらいになりますか。 

○生活支援課長 

 新年度の詳しい人員配置がまだできておりませんので、最も多いのが、何件というところは

はっきりしたものがありませんけれども、今年度の一番多いケースで、９２ケースとなってお

ります。大体これとあまり変わらない数字になるのではないかと考えております。 

○川上委員 

 こういう状況の中で、先ほど８０ケースと言われましたね、都市部で。９２ケースという状

況がある中で、あるいは見込まれる中で、ケースワーカーを２名減というのはどういう判断で

すか。 

○生活支援課長 

 現状一番多いケースワーカーで９２ケースというのがありますけれども、これにつきまして

は、県費対応ケースで、ほとんどが施設入所された、ケースワーカーの業務負担が軽いケース

になっております。通常のご自宅で生活しておられる方へのケースワークの事務量と施設入所

者が多い場合の事務量が変わってきますので、そこでケースの差が、ケース数としては若干の

差が出てくるようなところでございます。 
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○川上委員 

片峯市長、ドラマで、健康で文化的な―――、２５条の第１項を全部読み上げるぐらいの

テーマのドラマがあったじゃないですか。非常に感動的な内容が続いたドラマだったんだけれ

ど、ケースワーカーを応援する内容でもあったと思います。このケースワーカーを機械的に減

ずるというのは、おかしいのではないかというふうに思います。 

それから２点目は、申請相談及び申請の原因の最近の特徴をお尋ねします。 

○生活支援課長 

 生活保護の相談から申請におけます過去３年間の推移についてご説明します。平成３０年度

の相談実件数４３９件、申請件数は２９４件であり、率に直しますと、６６．９％となってお

ります。令和元年度は相談実件数３９８件、申請ケースは２９０件であり、７２．８％、令和

２年度は相談実件数４０７件、申請件数は２６０件、率に直しますと、６３．９％となってお

ります。本年度２月末時点では、相談実件数４０１件、申請件数は２８９件で、７２％となっ

ています。以上のように、過去３年間の保護の申請件数は微減傾向で推移をしております。申

請率で見ますと、毎年度、波はありますが、６０％を超える高い確率で申請に至っております。

また、新型コロナウイルス感染症に伴う保護の相談、申請回数については、令和２年度が相談

件数４５件、うち開始に至ったケースが１４件、３１．１％、本年度２月末現在では、相談件

数１２件、うち開始ケースが３件、２５％となっております。この数字から新型コロナウイル

スによる申請に至ったケースが少ないのは、社会福祉協議会による緊急小口資金、総合支援資

金の特例貸付が延長されたことと、生活困窮者自立支援相談室による各種支援等によることが

要因と考えております。保護の相談時の内容におけます統計的な集約は行っていませんが、保

護を開始するに至った際の開始理由につきましては、世帯主の傷病、預貯金の減少・喪失、他

管外からのケース移管などが最も多いものとなっております。 

○川上委員 

 申請率がこのくらいで良いのかというふうに思うんですけど、それにも関わると思うんです

けれども、扶養照会は義務ではないと、はっきりしているんですけど、本市ではどういう取扱

いにしていますか。 

○生活支援課長 

 従来の扶養義務調査の取扱いでは社会福祉施設入居者、長期入院者、未成年者、７０歳以上

の高齢者、家庭内暴力の加害者に加え、２０年以上音信不通で、明らかに交流が断絶している

場合などを扶養の可能性が期待できないものとされておりましたが、令和２年２月２６日付の

厚生労働省発出の通知にて、家族関係が壊れているものの具体例として、当該扶養義務者との

間の借金問題、相続をめぐる対立、縁が切られているなどの関係不良が新たに加わり、長期間

音信不通につきましては、２０年間となっていたものが、１０年程度と変更になっております。

これまでもできるだけ申請者に対し、慎重に心理的圧力をかけないように調査を行ってまいり

ましたが、この通知を受け、さらに申請者の置かれた状況を聞き取り、適切に対応していると

ころでございます。 

○川上委員 

 飯塚市の今のやり方は、令和２年２月２６日の国通知、扶養照会は義務ではないということ

との関係では、国の通知に沿ってないのではないかと思うけど、どうしてそうなっているので

すか。 

○生活支援課長 

 実際、申請を受け付けるに当たりましては、保護の実施を前提に申請を受け付けていくこと

になるのでございますけれども、実際、多くの申請相談をされる方が、親族との関係が絶たれ

ているといった状況がかなり見受けられます。申請に当たっては、親族との関係悪化の状況に

ついては詳しく聞き取りをさせていただいた上で、先々、親族との関係の改善に向けた指導も
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保護開始後は実施していくことになると考えております。その中で交流が断絶している親族に

対しても、交流を再開していただくよう、お話を差し上げているところでございますので、長

期間交流が途絶えている方につきましても、先々の交流再開に向けた指導を実施しているとこ

ろでございます。 

○川上委員 

 なぜ、そういうことをするのかと。扶養照会は義務ではないというふうに―――、これは厚

生労働省の仕事なんでしょう。それを委任受けているんでしょう。委任した側が扶養照会は義

務ではないと言っているのに、なぜ現場ではそういうことが続くんですか。 

○生活支援課長 

 確かに、開始決定における義務ではないという考えを示されておりますけれども、先々単身

の受給者の方が入院される場合とか、そういったときに親族の同意が必要になるときが、出て

くる可能性が考えられます。そういったところで交流が途絶えている受給者の方につきまして

は何とか交流を再開していただいて、そういった緊急時の対応にも問題が生じないようにとい

うことで、そういった対応をさせていただいているところでございます。 

○川上委員 

 今のお話は、申請時、あるいは決定時の過程では扶養照会しないと、しなくてよいというこ

とを確認するという答弁になるんですかね。 

○生活支援課長 

 今の対応につきましては、保護開始後に、交流状況を改善していただく上での指導というか、

助言をさせていただいているという内容の話でございます。 

○川上委員 

 確認しますよ。保護の申請、それから、決定に至る過程では義務ではないので、ということ

ですよね。保護開始した後に、先ほど言われたような事情で、することがあるかもしれないみ

たいなことかな。しているということかな。それも慎重であるべきだと思いますよ。ただ、現

実には、心理的プレッシャーにならないようにと言われるけど、プレッシャーになっているん

ですよ。自分のこの惨めな姿を、一番身近な人たちに知られたくないけど、それをしないと保

護は申請できないのかと。そういう苦しみというか。それで、なぜそうなっていくかというと、

生活保護申請書の中に、民法上で言う扶養義務者と言われる方の名前を書いてもらうでしょう。

このことによって、ここに連絡しますよ、ここに連絡しますよということになっていくでしょ

う。あたかも扶養照会が義務ですよという、そういうような形になっているわけですよ。通知

は来ているけど、現実には、あそこにどんどんどんどん書いていってくださいってなるわけで

すよ。そして名前書いた人のところには連絡しますよって説明しますよね。矛盾があるのでは

ないですか。 

○生活支援課長 

 先ほどからご説明しております保護開始後のそういった受給者の方と扶養義務者の方の交流

再開につきましては、こちら福祉事務所のほうで扶養親族の方に直接連絡を取ってお願いする

というようなやり方は一切やっておりません。あくまでも自発的に受給者の方から、扶養義務

者の方と連絡を再開していただいて、交流を再開していただくような指導をしているところで

ございます。 

○川上委員 

 それは違う話をされているんですね。それで、生活保護の申請書の中のあの欄を、申請書か

らあの欄を削除するか、それか、ここはあなたが連絡を福祉事務所に取ってもらいたいと思う

人の名前だけ書いてくださいと言うか、そういうふうに改善できませんか。 

○生活支援課長 

 確かに申請書の中にはそういった扶養関係にある親族の方のお名前、住所を書いていただく
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欄がございます。これにつきましては、先々そういった、扶養親族の方に連絡を取る、お亡く

なりになったときとか、そういったときに連絡を取る必要もございますので、そういったとき

の対応のために住所までは調べておくとかいった対応はさせていただいております。いよいよ

関係の破綻しているような扶養親族につきましては、住所とお名前記入をしていただきまして

も、こちらから連絡を取るようなことはしておりませんので、それについては、申請者のほう

にも、十分理解を得られるように、ご説明を差し上げているところでございます。 

○川上委員 

 もともと生活保護の申請は口頭でもできるわけですよね。にも関わらず、行政の立場から、

文書でお願いしているわけでしょう。書かないでいいんですよ、どの欄も。口頭で言えばいい

わけ。特にこの扶養照会のところは、必ずここに連絡を取りますよというように必ず受け止め

られています。だから、廃止するか、あなたが連絡を取ってもらいたいと、自分が希望する人

の名前だけ書いてくださいとかね。部長、そういうふうにしたら何か国との関係で不都合があ

りますか。 

○福祉部長 

今お話がありましたように、確かに国との関係という話ではありませんが、私たちもやはり

今、質問委員が言われますように、この人と連絡を取ってください、こちらからもそれを見つ

けたい部分があります。実際のところが何十年も疎遠になっていた方が、この生活保護の申請

をしたことで私たちの扶養義務調査によって、再会、また関係性が戻ったりとか、そういうこ

とも時折ございます。ですからこの扶養義務調査が一切申請者に対して、心理的なプレッシ

ャーを与えるのかといいますと、それも一概に全部が全部否定できるものではないというふう

にも考えています。ですから、この辺は、私たちもケースワーカーにしっかりとそのような、

本当にプレッシャーにならないように、今本当に委員が言われるように、自分からこの人と連

絡を取ってくださいと言われるのが一番ベストかと思います。ただ、私たちもしっかりした調

査が必要になりますし、その調査といっても、扶養義務を要請することではなくて、全ての状

況を把握しておくこと、これは非常に必要なことだと思いますので、ケースワーカーにもしっ

かりそこら辺の心理的プレッシャーをかけないように、しっかり指導して、申請者にも過分な

負担をかけないように努力していきたいというふうに考えます。 

○川上委員 

今の答弁は、実は生活保護法の扶養照会に関わるところに関する保護法の立場が分かってな

い。それから、それを指摘して、国会で指摘して、国も認めた、そしてそれから出た通知、令

和２年２月２６日の通知も理解していないのではないかと。それは、さっき言った希望すると

ころだけ連絡してくださいというのは、私が思いついて言っているわけではないんですよ。弁

護士とか、その支援団体が研究の後に提言しているわけではないですか。先ほど言ったような

方向で改善してもらいたいと、それに必要ならば国と連絡を取ってもらいたいと。また違う機

会に聞きます。 

それから、生活保護法では申請から１４日以内の決定としていますけど、現状はどうなって

いますか。 

○生活支援課長 

 生活保護の申請書が提出されてからは、まず早い段階で家庭訪問を行い、居住実態、生活状

況の確認を行います。併せて預貯金調査、生命保険調査、扶養義務調査、年金、土地、家屋等

の資産調査など、各種調査を行い、資料とケース台帳を作成していきます。本市では、特に保

護の要否、保護の適正化及び援助方針の確立まで、全体的・総合的な検討を行うため、相談員、

係長級以上の職員にてその新規ケースについての診断会議を開催し、慎重に審議をしておりま

す。診断会議は原則１４日以内に行うこととしているため、ケースワーカーは所定の調査を速

やかに行うとともに、資料作成、適正な事務処理に力を注いでいるところでございます。 
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○川上委員 

 どれぐらいの件数に対して、１４日以内で決定したのはどれぐらいありますか。 

○生活支援課長 

 平成３０年度から令和２年度までの３年間の保護開始件数に対します１４日以内での開始件

数をお答えいたします。まず、令和３０年度の保護開始件数が２５６件で、１４日以内での開

始件数は１５９件、率に直しますと６２．１％、令和元年度は開始件数２５６件、１４日以内

の開始件数が１２８件、率で５０％、令和２年度は開始件数２３２件、１４日以内に開始した

件数は１４６件であり、６２．９％となっております。また、本年度２月末現在では、開始件

数２５２件に対しまして、１４日以内での開始件数が１６１件、６３．８％となっております。

早期の保護開始に向けて、調査等を適切に行い、保護の要否を判定しておりますが、１４日を

超えて開始するケースもあることは否めません。理由としましては、資産調査、稼働能力等病

状把握による病状調査、管外からの移管ケースに伴う連絡調整などがあります。また申請者か

らの協力が得られず、調査に日数を要した場合などもございます。 

○川上委員 

 法律が１４日以内と書いているのに、そのとおりにできているのは、６割から５割というよ

うなことで最近は推移しているということですか。 

○生活支援課長 

 生活保護法の第２４条第３項に、保護の実施機関は、保護の開始の申請があったときは、保

護の要否、種類、程度及び方法を決定し、申請者に対して書面をもって、これを通知しなけれ

ばならない。また同条第５項に、第３項の通知は、申請のあった日から１４日以内にしなけれ

ばならない。ただし、扶養義務者の資産及び収入の状況の調査に日時を要する場合、その他特

別な理由がある場合には、これを３０日まで延ばすことができるとされております。このこと

から１４日以内での保護の要否を決定させることが原則となっております。本市におきまして

も、生活保護を申請される世帯が、真に窮迫した状態で、親族等からの援助も受けられない状

況でありますことから、速やかに調査等を履行し、１４日以内での保護の要否の決定に努めて

いるところでございます。 

○川上委員 

 後段の部分ですけれども、扶養照会は決定後に行えばいいのではないんですか。 

○生活支援課長 

 調査の一例として、文面の中に扶養義務調査の資産といった言葉が出てきておりますけれど

も、それと含めましてご本人の資産とか収入についても、また稼働能力、そういったものにつ

いても調査をさせていただいておりまして、そういったところで日数を要している場合に、

１４日に間に合わないといったケースが発生しているところです。 

○川上委員 

 ケースワーカーが足りないために、１４日以内に新規申請者の書類を作成して、間に合って

ないとかいうことはないんですか。１４日以内には少なくともその診断会議をするということ

だったけど、ケースワーカーがきちんとまとめて、書類を診断会議に出せている率はどれぐら

いありますか。 

○生活支援課長 

 今、委員がおっしゃいました１４日以内に診断会議ができている率までのちょっと数字の把

握が今回できておりませんけれども、ほとんどのケースについては１４日以内で診断会議を実

施しております。１４日以内に間に合わないケースについては、それなりの理由を診断会議の

資料の中にも記載して、なぜ間に合わなかったのかというところが明確になるようにしている

ところでございます。 

○川上委員 
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 矛盾に気がつきますよね。ケースワーカーは大変な忙しさの中でも、１４日以内に診断会議

に間に合うように書類を作っていると。ほとんどと言われたでしょう。ほとんどというのは、

９９％とか９８％ぐらいじゃないんですか。そうすると、１４日以内に決定するというのが、

５割から６割ぐらいで推移しているわけでしょ。この矛盾は何ですか。 

○生活支援課長 

 実際１４日以内の決定ができていないという部分につきましては、診断会議は１４日でちょ

うど、何とか診断会議を実施することができましても、その後で実際のケースを作成して、決

裁を受ける事務の必要がございます。そのために１４日を若干超えての実際の決定になってい

るような状況がございます。 

○川上委員 

 部長、申請のときに手持ち金は幾らですかと。預金口座と本当の手持ちと合わせてどれぐら

いですかと聞くでしょ。見せろとは言わないけど、預金通帳は見ていますよね。そうして、最

低生活費の半分程度、２分の１程度を所持ですねと。じゃあ大変ですねということで受け付け

るような傾向があるけど、最低生活費の半分程度というのは１４日ということでしょ。１４日

過ぎるとお金がゼロになるんですよ。それでいいというわけではないんですよ。でも、現実に

は決定し、ましてや現金が本人に届くには、１４日を軽く超えていっているわけでしょ。半数

以上がもらえないか、超えているわけでしょ。どうやって生きていくんですか。 

○福祉部長 

 今、質問委員が言われますように、確かに最低生活費の２分の１、単身世帯ですと住宅費ま

で入れると５万円程度、そういう形になります。それで２週間程度の生活をするというのも、

非常に申請された方に苦しい思いをさせることになろうかと思います。そのようなことが一件

でも少なくなるため、しかしながら、これも様々な調査の上で、処遇方針をしっかり作って、

ご本人に一番適したもの、それを作る必要もございます。そこで多少の時間がかかることもご

ざいますけども、なるべく、なるべくではなく、しっかり１４日以内に決定ができるよう努力

してまいりたいというふうに考えております。 

○川上委員 

法律で１４日以内って書いてある。そうすると、それに必要な体制をつくっていかないとい

けない。それでケースワーカーを減らしていいのかと。 

それから、次は新型コロナ感染症関連経費について、加算を飯塚市福祉事務所長として県に

提案し、県としても採択されるということがあったと思いますけど、今回の予算には、この加

算は実現して反映していますか。 

○生活支援課長 

 今回の予算には、この加算は反映されておりません。 

○川上委員 

 その後、県への要望のその後はどうなったんですか。 

○生活支援課長 

 委員がおっしゃられます加算につきましては、福岡県都市福祉部福祉事務所長会筑豊ブロッ

ク会議におきまして、本市の新規要望事項として、新型コロナウイルス感染症対策に伴う生活

必需品等に要する加算の支給について、国に要望することを提案させていただきました。それ

が承認されましたことから、令和３年度の福岡県都市福祉事務所長会総会に諮られ、審議の結

果、県に対する要望事項として承認、提出されました。その後のこの要望につきまして、県の

ほうに確認をいたしましたところ、マスクや消毒液など、感染予防に必要な生活必需品等につ

きましては、昨年度に品薄の状態となり、価格が高騰した時期がありましたが、現在では流通

も安定し、生活費を著しく逼迫するような状況にはないとの県の判断から、国へは要望しない

との回答を受けております。 
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○川上委員 

国に直接要望するほうがいいかもしれませんね。 

それから、灯油が高騰しております。生活を脅かしているわけですけれども、市としては、

福祉灯油の検討を今回予算編成に当たって検討していますか。 

○生活支援課長 

 福祉灯油の検討ということでございますが、これにつきましては、昨年末から財政のほうと

も協議をさせていただきました。実際に福祉灯油を実施している自治体につきましては、主に

北海道や東北などの寒冷地の自治体でありまして、西日本ではごく一部の寒冷地のみでの実施

となっております。九州で実施している自治体はございません。生活保護は国の制度として実

施している事業でございますので、今回のような急激な物価の変動にも制度として対応し、被

保護者の生活への影響を抑えるように、地方の意見を十分に踏まえた上で、国に対し制度の検

討を行ってもらえるよう、全国市長会を通じて、今後も要望を継続的に実施していくこととし

ております。 

○川上委員 

 その全国市長会の要望というのは、５月ぐらいですか。 

○生活支援課長 

 全国市長会の要望につきましては、毎年１０月頃に取りまとめがあっております。 

○川上委員 

間に合わないです。 

それから、次は業務委託について予算計上がありますけど、それぞれの状況と内容と法的な

根拠の説明を求めます。 

○生活支援課長 

 生活保護関係の業務委託につきまして、業務委託名と法的根拠等をお答えさせていただきま

す。まず、飯塚市子どもの健全育成支援事業業務委託につきましては、生活困窮者自立支援法

に基づいております。次に、飯塚市就労支援業務委託は、生活保護法第５５条の７、飯塚市就

労支援事業実施要綱によって実施しております。次に、飯塚市生活保護年金相談業務委託、飯

塚市生活保護受給ひとり親家庭等自立支援業務委託につきましては、生活困窮者自立相談支援

事業実施要綱に基づいて実施をしております。最後に、生活保護レセプト点検業務委託は生活

保護法に基づいております。 

○川上委員 

 生活保護法第１９条第４項をちょっと紹介してください。 

○生活支援課長 

 生活保護法の第１９条につきましては、生活保護を要する方の居住地等を管轄する自治体の

長に保護の実施責任があることを規定している条文でございます。その第４項におきまして、

保護の決定及び実施に関する事務の全部または一部を、その管理に属する行政庁に限り委任す

ることができると記載されております。このことは、市長の権限に属する生活保護に関する事

務を福祉事務所長に委任し、生活保護の決定及び実施の事務を行うことを規定しているもので

ございます。生活保護に関する一部の業務の外部委託についての規定をしているものではござ

いません。 

○川上委員 

 令和３年３月３１日付で事務連絡が厚生労働省から出ています。この中でこの業務の問題に

ついて、業務委託について、３枚目に生活保護法第１９条第４項に関わるところで、６行ぐら

い説明書きがありますね。ちょっとこれを読み上げて説明してください。 

○生活支援課長 

 保護の実施機関において、ケースワーカーが行う一連の業務には、保護の決定または実施に
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関与せず、明らかに公権力の行使に当たらない業務が相当程度存在する。例えば、被保護者就

労支援事業及び被保護者健康管理支援事業の事務の全部または一部は外部委託が可能である旨

が法に明記されているが、これら以外の業務についても委託元と委託先との間に、作業におけ

る指揮命令系統が発生しないことを前提に、以下に掲げる業務については、外部委託が可能と

考えているという内容が示されております。 

○川上委員 

 外部委託は基本的にできませんということになっているんですね。基本的に。違うんですか。 

○生活支援課長 

 外部委託が基本的にできないという内容ではないと考えております。最後のほうに申し上げ

ましたが、これら以外の業務についても、委託元と委託先との間に、作業における指揮命令系

統が発生しないことを前提に、業務委託が可能と考えているという内容が示されております。 

○川上委員 

 残り時間が少ないけど、もう仕方がない。通知でこう書いてあるじゃないですか。現行法に

おいて保護の決定または実施に関わるいわゆる公権力の行使に当たる事務について、民間事業

者に外部委託を行うことは認められない。となっているじゃないですか。このことは第１９条

第４項において、明らかであると書いているでしょ。そしてその下に、以下に掲げる業務につ

いては、外部委託が可能と考えていると書いているじゃないですか。考えているだけなんです

よ。以下に揚げる業務について、事例が１、２とありますね。ちょっと紹介してください。 

○生活支援課長 

まず事例１につきまして、通知書類等に係る封入、封緘や発送等の事務について、毎月の定

例処理によりシステムから一括発行される、保護決定通知書、医療券、調剤券、介護券、要否

意見書、返還金納付書等に係る、封入封緘や発送といった事務については、当該事務のみを切

り離して行うことを前提に、外部委託することが可能と考えられる。また、法第２９条に基づ

く調査や戸籍調査に係る依頼書についても、調査対象や調査内容の決定から切り離され、単に

封入封緘や発送といった事務のみを行う場合は、同様と考えて差し支えない。 

また事例２につきまして、生活保護費の返還金等に係る収納事務について、地域の自主性及

び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の規定により、

一部改正された法及び関係政省令が令和２年１０月１日から施行されたことにより、生活保護

費返還金等の円滑な納付及び各福祉事務所の事務負担の軽減に資するよう、生活保護費返還金

等の収納事務の私人委託が可能となっている。と記載されております。 

○川上委員 

 しかるに、今回、予算計上の年金手続等支援業務委託料３３７万３千円とか、数字が今年度

分としてはこう書いていますけど、飯塚市生活保護年金相談業務委託仕様書が私の手元にあり

ますけれども、業務内容をお尋ねします。 

○生活支援課長 

 すみません。私の手元にちょっと資料が用意できておりませんので、あれですけれども、被

保護者の方の年金記録の調査や、そういったものが記載されていると記憶しております。 

○川上委員 

 これは債務負担行為で令和３年、４年、５年度、委託していますね。どこに委託しているん

ですか。 

○生活支援課長 

 株式会社マネージメントバンクになります。 

○川上委員 

 これは先ほど、昨年３月３１日付でできないとされたいわゆる公権力の行使に当たる事務に

ついて、民間事業者への外部委託に当たるのではないんですか。 
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○生活支援課長 

 先ほどの生活保護法第１９条についてでございますが、これについては保護の開始決定や廃

止、変更に関する直接の事務を民間に委託するものではなくて、市長等が福祉事務所長に委任

するものという規定になっております。年金の調査の結果によって、それによって保護の変更

の必要が生じた場合、これにつきましては保護決定事務そのものが、福祉事務所において実施

しておりますことから、生活保護法第１９条の規定に反するものではないと考えております。 

○川上委員 

これは、こう書いているんですよ。保護の実施機関、保護の決定及び実施に関する事務の全

部または一部を、と書いているんすよ。ちょっと納得いかないですね。またちょっと、今議会

中にこのことについては、お尋ねをしていきたいと思います。質問を終わります。 

○委員長 

次に、質疑事項一覧表以外の質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

ほかに質疑はないようですから、第３款民生費について、総括質疑として保留しました以外

の質疑を終結いたします。暫時休憩いたします。 

休憩 １０：５８ 

再開 １１：０９ 

委員会を再開いたします。 

次に、第４款衛生費から第６款農林水産業費までの質疑を許します。初めに、質疑通告され

ております１４９ページ、予防費、予防接種事業費について、守光委員の質疑を許します。 

○守光委員 

 それでは１４９ページ、予防費、予防接種事業費、骨髄移植後等予防接種再接種費助成金に

ついてをお尋ねいたします。この助成金の内容についてお答えください。 

○健幸保健課長 

 本事業についてご説明をさせていただきます。小児の悪性新生物等の治療のために、骨髄移

植や抗がん剤治療などの化学療法等を行うことで、定期予防接種で獲得していた免疫が低下、

もしくは消失し、感染症にかかりやすくなるということになります。そのため改めて免疫を獲

得するために、再度予防接種を受けることが推奨されておりますが、再接種の場合、その費用

は全て自己負担となります。全ての接種を受けるのに、期間としては２年から３年、接種費用

は最大３０万円ほどかかる見込みとなり、経済的負担が大きいことからその費用を市が助成す

るものでございます。令和２年度の福岡県のデータによりますと、本市在住で悪性新生物の中

でも、血液疾患である方が２名おられること、また、助成実施自治体での実績が１名から３名

の申請ということから、１年間にかかる１人当たりの平均再接種費を１０万円と推定し、年間

３名の申請を見込んで予算計上しております。再接種をされた方のうち、抗がん剤治療などの

化学療法を行った方の助成事業は、市の単費となっておりますが、骨髄移植後の方の助成事業

については、県が２分の１補助するものとなっております。 

○守光委員 

 本市の現状についてをお伺いいたします。 

○健幸保健課長 

 今年度の状況といたしましては、令和３年６月に１件の申請があっております。また、今年

度、今年に入りまして、令和４年１月に１件の相談を、今現在受けている状況でございます。 

○守光委員 

 この事業に関しては、以前、がんの子どもを守る会の方と片峯市長に会っていただいて、話

を聞いていただいて、早速この事業を始めていただいて、本当にその方たちも感謝をされてお

ります。本当、がんで、子どもさんががんで本当に長年苦しんできて抗がん剤治療とか、本当



１２ 

に大変苦しい思いをされて、ようやく治ってこれからというときに、抗体が消失して、感染症

にかかりやすくなるというリスクを負わなくてはいけない、またそれを、また再度、これをす

るためには、期間としてやっぱ２、３年、また費用としては最大３０万円かかるということで、

本当に負担が大きい分でありますので、今後とも人数的には、そんなに多くはないと思います

けども、やはり数ではなくて、こういう方が年間に数名いらっしゃる、またこれからも、ない

ことが本当は一番いいんですけれども、これからもまた、こういう抗がん剤をされて、こうい

う方がまた１人２人とおられると思いますので、しっかりと市として今後とも対応していただ

くことを要望して、質問を終わります。 

○委員長 

 次に、１４９ページ、予防費、予防接種事業費について田中裕二委員の質疑を許します。 

○田中裕委員 

 １４９ページ、予防接種事業費についてお尋ねをいたします。予防接種のうち３つの予防接

種についてお聞きいたします。まず成人肺炎球菌ワクチンＢ型、肝炎ワクチン、そしてＨＰＶ

ワクチン、この３つについてお尋ねいたします。また成人肺炎球菌予防接種でございますが、

この成人肺炎球菌の定期接種が、平成２６年１０月１日から当初は６５歳、７０歳、７５歳、

８０歳、８５歳と５歳刻みでスタートをして、それが一巡すれば、６５歳になる方のみが対象

になって、接種事業がスタートしたわけでございますが、一巡したときに接種率があまりにも

低いということで、国はあと５年延長をいたしております。肺炎球菌予防接種、飯塚市の接種

率の状況についてお尋ねをいたします。 

○健幸保健課長 

 直近３年間の接種率でお答えさせていただきます。平成３０年度は対象者９２８６人、被接

種者は４１１３人で、接種率４４．３％。令和元年度が対象者５８５８人、被接種者

１６６８人で、接種率２８．５％。令和２年度は対象者５６７１人、被接種者２３４７人で、

接種率４１．４％となっております。 

○田中裕委員 

 ちょっと確認でございますが、平成３０年度の対象者が９２８６人に対して、令和元年度が

５８５８人、約４０％ほど対象者が少なくなっておりますが、これは恐らく一巡した後に、

２巡目に入るときに、既に接種をされた方を除いた方の対象者という理解でよろしいですか。 

○健幸保健課長 

 そのとおりでございます。 

○田中裕委員 

 それで令和元年度の接種率、令和２年度の接種率を先ほどからお答えいただきましたけれど

も、令和元年度が２８．５％、令和２年度が４１．４％と大体１３％ほど増加をしております

が、これはどういった取組をされて、増加につながったのか、お尋ねをいたします。 

○健幸保健課長 

 令和２年度より、対象者のうち未接種者に対して個別で再勧奨通知をまず発送いたしており

ます。また、医療機関より、かかりつけ患者で接種対象年齢の方に接種に関する情報提供をし

ていただいております。 

○田中裕委員 

個別で再勧奨通知を発送したことが大きな増加の要因になっていると思います。肺炎球菌ワ

クチンは、２巡目になりましたら、今度は６５歳になる方だけになります。６５歳という年齢

はあまりぴんとこないんですね。私も今年度来ました。それで全くぴんときてなかったんです

けれど、一般質問等であれだけ言っておりますので、接種しないわけにはいかんなと思って接

種をいたしました。市長も昨年度来たと思います。言いますと６５歳の方というのは本当にぴ

んとこないので、一生に一度きりです、必ず接種してくださいという勧奨をしっかりとしてい
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ただきますようにお願いいたします。 

次にＢ型肝炎予防接種について、お尋ねをいたします。このＢ型肝炎予防接種は非常に接種

率が高いと数年前の一般質問等でも確認をいたしましたが、この接種率はどのようになってい

るのか、お尋ねをいたします。 

○健幸保健課長 

 Ｂ型肝炎は、生後２か月から１歳に至るまでの間に初回接種を２７日以上の間隔をあけて

２回、追加接種として、１回目の接種から１３９日以上の間隔をあけて１回の合計３回の接種

をすることが必要でございます。よって、ここでの接種率につきましては、対象者の延べ数を

接種者の延べ数で除して算出をしております。ちょっと分かりにくい数字になりますけれども、

平成３０年度が対象者２９３７人、被接種者２８９０人で接種率が９８．４％。令和元年度に

つきましては、対象者２９３１人、被接種者２９８０人で接種率１０１．７％、令和２年度は

対象者２９５５人、被接種者２８２０人で接種率９５．４％となっております。 

○田中裕委員 

 今、３年間の接種率をお示しいただきましたけれども、令和元年度が１００％超えているの

ですね。これは恐らく、３回目を前年度打って、その翌年度に３回目を打たれた方もカウント

されているということでいいですか。 

○健幸保健課長 

 質問委員が言われますとおりでございます。 

○田中裕委員 

それで平成３０年度、令和２年度、これは１００％いっておりませんが、未接種者が平成

３０年度は４７人になろうかと思います。令和２年度は１３５人の方が未接種というふうにな

っていると思うのですが、私は以前の一般質問のときにも述べさせていただきましたけれども、

これほど高い接種率でありながら、それでも接種をされていない方、この中には重大な、様々

な要因が潜んでいる可能性もあると思いますので、しっかりとこのあたり勧奨をしていただき

たいという要望させていただきました。今後もしっかりと、この未接種者に対しましての勧奨

をしていただきたいと思います。 

次にＨＰＶワクチンについて、お尋ねをいたします。さきの一般質問でも質問させていた

だきました。そのときに、キャッチアップ接種、国が接種の積極的勧奨を控えるようにという

期間に接種をされていない方に対して、これを積極的にその方たちに対しても接種していただ

くように、しっかりと勧奨していただきたいというのが、４月からスタートいたしますが、今

回計上されております予算の中にこのキャッチアップ接種の経費、これは含まれているのかど

うか、お尋ねいたします。 

○健幸保健課長 

 キャッチアップ接種の経費といたしましては、接種対象者４１７６人への個別通知の通信運

搬費約３９万円が含まれております。接種の費用につきましては、予算策定時に接種開始の対

象者や時期等が明確でなかったことから、当初予算には含まれておりませんけれども、希望さ

れる方全員が接種できるように、補正予算等で対応していく予定でございます。 

○田中裕委員 

 希望される方全員が接種できるように対応していくということでございますので、どうかよ

ろしくお願いいたします。この国が接種勧奨を控えている期間の対象者、ほとんどが接種をさ

れていない、１％以下という状況でございますので、この方たちが将来、何も救済接種をしな

かった場合、罹患者の増加は約１万７千人、死亡者は約４千人に増加すると、このように試算

をされております。一人でも多くの方が接種されますようにしっかりと通知をしていただき、

勧奨していただきますように要望して、質問を終わります。 

○委員長 
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 次に、１５４ページ、健康づくり推進費、母子保健事業費について、守光委員の質疑を許し

ます。 

○守光委員 

 では１５４ページ、健康づくり推進費、母子保健事業費、ここで不妊治療助成事業について、

お伺いいたします。まず初めに令和４年度の市の不妊治療助成事業についてをお尋ねいたしま

す。 

○健幸保健課長 

 本事業につきましては、福岡県が実施いたします福岡県不妊に悩む方への特定治療事業の

１回目から３回目までの交付決定を受けた特定不妊治療に対し、上限額１０万円を追加で助成

する事業となっております。本年度の予算につきましては、令和４年３月３１日までに実施い

たしました不妊治療に対して、福岡県のほうが４月３０日まで申請の受け付けをしております

ので、その経過措置として予算化したものでございます。 

○守光委員 

 令和４年２月２５日時点の厚生労働省の検討資料によりますと、保険が適用されるのは日本

生殖医学会のガイドラインにより、推奨度が強く推奨されるＡ、また推奨されるＢと認められ

たものだけで、培養器に入れたまま受精後の胚を観察するタイムラプスなど実施を考慮される

支援は適用外とされております。治療実績や有効性から、国が今後、先進医療と認めない限り、

保険適用分も含め、全額自己負担となると示されております。不妊治療事業費は令和４年度よ

り保険適用となりますが、全ての治療が対象では、先ほど言いましたけれどないようでありま

す。その対象外の治療について、本市として継続して助成を行う考えはあるのか、お答えくだ

さい。 

○健幸保健課長 

 現時点では、まだ厚生労働省より、当該事業の保険適用の詳細を示す通知のほうはまだ来て

おりません。保険適用対象外の治療につきましては、助成を継続するかどうか、こういったこ

とにつきまして、県や国、他自治体の動向も踏まえながら、調査研究をしてまいりたいと思っ

ております。 

○守光委員 

 現時点ではまだ通知も来ておりませんので、今後、国県と他自治体の動向を踏まえながら、

調査研究されていくということでありますけれども、今、これまでこの不妊治療がずっと進ん

できて、言われておるのは、１５人に１人がこの不妊治療をして生まれてきた子どもさんとい

うことも言われております。これまで県が１回目は３０万円の補助金を出して、その治療に、

２回目以降は県と市が半分ずつという治療で、３回まで受けられるようなこの事業でありまし

たけれども、４月から国が保険適用ということになりましたので、この事業自体がなくなって

保険適用だけになると思いますけども、大変これから少子高齢化が進む中で、重要な事業だと

思いますので、今せっかく本市としてもこの補助金として１０万円確保しておりますので、保

険適用をされても、この保険適用外の治療もありますし、この不妊治療をすればもう一回だけ

でも１００万円以上かかったり、相当自己負担が大きい治療でありますので、今後本市として

もこの事業に対して、できればこの保険適用外になった分に関して、今ある予算が使えないか

しっかり検討していただいて、進めていただくことを強く要望してこの質問を終わります。 

○委員長 

 次に、１５４ページ、健康づくり推進費、母子保健事業費について、金子委員の質疑を許し

ます。 

○金子委員 

 私のほうからは乳幼児健診についてお聞きします。１５４ページに乳幼児健康診査委託料と

して２６９６万９千円が計上されております。令和２年度、令和３年度はコロナの影響により、
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集団健診が個別健診に変わるということをお聞きしました。では、令和４年度の乳幼児健診の

在り方について、お示しください。 

○健幸保健課長 

 令和４年度の乳幼児健診につきましては、４か月児健診、８か月児健診、１歳６か月児健診

を引き続き医療機関で受診する個別健診で実施いたします。３歳児健診につきましては、集団

健診と個別健診を保護者のほうが選択できる、ハイブリッド方式で実施いたします。 

○金子委員 

 この４か月、８か月、１歳半は、この２年間と同様に個別健診にするということですが、

３歳児健診は集団健診、個別健診を保護者が選ぶハイブリッドということですけれども、この

理由はどういう理由でそうされたのか教えてください。 

○健幸保健課長 

 乳幼児健診の実施方法につきましては、令和２年、令和３年を個別健診で実施しておりまし

たところから、令和４年度どうするかということで、飯塚医師会のほうとも協議のほうを重ね

てまいりました。特に飯塚医師会の中の小児医会の先生たちと意見交換をさせていただきなが

ら、先生たちのお考えも個別健診をやることによって、個別健診のノウハウも蓄積できている

ということ、あと、やはり小児科の医師が地域的にちょっと少ないというところ等のいろいろ

なご意見がある中で、最終的には先生方からは個別健診で次年度以降もやっていきたいという

お答えをいただきました。しかしながら、私たちのほうはやはり行政の保健師がお子さんや保

護者の方と触れ合う、意見交換をする、顔がつながるというところのメリットも考えて、集団

健診での実施のほうもさせていただきたいという中で、話をずっと進めていたのですが、まず、

個別健診と集団健診を同時並行でやるには、執務がもうとてもじゃないけど対応できないとい

うところもございました。その中で、先生たちと協議していく中で、３歳児については保護者

の方にどちらの健診スタイルでやるほうがいいのか選んでいただくやり方について、ご了承い

ただいたところです。それぞれにメリットデメリットございますので、令和４年度に集団健診

に来られた方、個別健診を受けられた方にアンケート等の調査をしていきながら、また次年度

以降の健診の方法について、継続して協議をしていくということで、令和４年につきましては

この形とさせていただいたところでございます。 

○金子委員 

 ４つある健診の中で、何で３歳児健診がハイブリッドを選ぶ方法なのか教えてください。 

○健幸保健課長 

 まず、私たちのほう、最初は４か月児健診を集団でさせていただきたいというふうに、ご相

談させていただいたんですが、これは小児科の先生たちも４か月を自分たちも一番見たいとい

うところで、なかなか折り合いがつかなかった状況がございます。３歳児につきましては、今

現実、３つの会場を、個別健診を受ける際には、まず保健センターのほうで目の検査をしてい

ただいた後に小児科のほうで内科の検診、その後歯医者さんのほうで歯科の検診と、３つ行く

必要がありましたので、まずこの利便性を少しでも解決できる方法として、３歳児健診をハイ

ブリッドという形で、こちらを選ばれる方が一番多いのではないかというところもあってさせ

ていただいたところでございます。 

○金子委員 

子育てというのはやはり医療と福祉と保健が全て総合的に交わってやっていけるものではな

いかなと思っています。医師の力が本当に必要なことは本当に分かるし、大変ありがたい、飯

塚市に多くの医師の方たちがいらっしゃるので助けていただくことは本当に重要だと思います。

それで、その力を借りながらぜひ頑張っていただきたいと思います。もともとはコロナだった

けれども変わっていったということですよね。その中でお願いなんですけれども、そこをしっ

かりと何で３歳児健診がハイブリッドなのかというのが分かりやすいような、案内を作ってい
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ただくようお願いいたします。 

では、もう一つ質問ですけれども、個別健診の場合の１人当たりの単価を教えてください。 

○健幸保健課長 

 飯塚医師会及び飯塚歯科医師会に委託しております個別健診の１人当たりの単価は、内科検

診のほうが税込みで５５００円、歯科検診が税込みで４千円となっております。 

○金子委員 

 分かりました。私、ずっと乳幼児健診は保健行政がずっと子どもに関わる大切な事業だと思

っております。４か月、８か月、１歳半、３歳というこの流れがとても大事だと思っているん

ですけれども、残念ながら、その機会がなくなってしまうというのは、保護者にとっても不安

材料があるのではないかなというふうに思います。その代替として、何か方策を考えられてい

ますでしょうか。 

○健幸保健課長 

 質問委員の言われますとおり、最初の健診でこれからの育児支援に関わる保健師の存在を知

っていただくことは、育児不安の軽減において大変重要なことであります。そこで令和４年度

から４か月児全員を対象とした保健師による発育発達の相談に加え、この時期に母親が最も関

心がある離乳食の講話、身近に利用できる子育て支援センターの紹介も盛り込んだ育児相談事

業を開始する予定としております。 

○金子委員 

 本当に安心しました。私もやっぱり４か月児健診はこの中でも行政と保護者を結びつける本

当に大切な位置づけだと思っていましたのでよかったと思います。ずっと一般質問でもさせて

いただいた中で、総合的な育児支援と私は思っているんですけれども、その中で離乳食の講話

もされていましたが、ブックスタートがずっと気になっているんですけれど、どのような手だ

てをとられていますか。 

○委員長 

暫時休憩します。 

休憩 １１：３６ 

再開 １１：３７ 

委員会を再開いたします。 

ただいまの質問は、所管が違いますので、質疑総括のほうに移していただきますようお願い

いたします。 

○金子委員 

了解いたしました。やはり、今までの事業というのは、やっぱりいろいろなものが巻き込ま

れてやっていた事業だなと本当によく分かりました。 

あともう一つ、生まれる前からの取組がやはり母子事業では大変大事だと思いますけれど、

その取組はどうされるか教えてください。 

○健幸保健課長 

 母子健康手帳の交付時に詳しいアンケートで聞き取りを行っておりますが、出産育児に強い

不安を抱えている方や、支援者がいない方といった早期から寄り添う必要がある方には、妊娠

期から担当保健師と子育て支援課の相談員が関わり、出産後も早い時期に訪問をし、育児負担

や不安の軽減に努めているところでございます。また、子育て支援センターと連携し、母子健

康手帳交付時に子育て支援センターの利用をご案内し、妊娠期から気軽に相談できる場の確保

を図るとともに、令和４年４月から、子育て支援センターで実施する育児相談の回数も大幅に

増やすこととしており、妊娠期から子育て期までの支援を双方で情報共有しながら行っていき

たいと考えております。 

○金子委員 
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 生まれる前からのこの取組は本当に重要だと思います。４か月児健診や８か月児健診、１歳

半、３歳ということが、変わっていく中で、やはりいろんな市の持っている力、医療や子育て

支援センターや様々なところと連携しながら、子どもたち、また、子どもを持つ保護者が不安

にならないような、しっかりとした取組をしていただくよう要望いたします。 

○委員長 

 では次に、１５７ページ、環境衛生費、地域猫不妊去勢手術委託料について、田中裕二委員

の質疑を許します。 

○田中裕委員 

 １５７ページ、地域猫不妊去勢手術委託料について、お尋ねをいたします。福岡県の地域猫

活動ガイドラインというのがありますが、この中で猫の定義があるんですね。その定義は飼い

猫、そして飼い主のいない猫、そして地域猫と、このようにあります。この地域猫というのは

飼い主のいない猫の内の地域住民の合意を得た上で、地域住民のボランティア等により、去勢

や不妊去勢手術や餌の管理、排せつ物の処理など適正に管理されている猫と定義をされており

ます。今回も計上されております地域猫不妊去勢手術委託料、この事業の概要についてお尋ね

をいたします。 

○環境整備課長 

 本事業につきましては、飼い主のいない猫の適正な管理を推進し、猫に起因する生活環境へ

の被害の軽減などを図るとともに、動物愛護の観点から飼い主のいない猫を極力減らしていく

ことを目的としております。この目的に沿った形で、地域住民等で構成される団体が地域に住

みついた猫の生息状況を把握した上で、餌やふん尿の管理、また不妊去勢手術、新たな飼い主

探しなどについて、ボランティアで地域猫活動を行っていただいております。そのような活動

団体において、福岡県獣医師会の協力動物病院で不妊去勢手術を実施する場合に手術券を交付

し、その手術に要する費用を予算の範囲内で市が補助する制度でございます。 

○田中裕委員 

 猫に対する苦情等が寄せられる場合に、今までは餌をやらないでくださいというチラシを配

ったり、ポスターを貼ったりということを言われておりましたが、一番大事なことは一代限り

で野良猫を増やさないというのが一番大事だと思うんですね。そのために、不妊去勢手術を行

っていこうというものでございます。猫の寿命、飼われている猫は長くて２０年間生きるそう

ですが、野良猫は３年から５年でなくなってしまうと。やっぱり非常に厳しい環境の中で生き

ているもんですから、それだけやっぱり寿命が短いと。その寿命を全うさせていくために、し

っかりと一代限りでもう子孫を増やさないというのが目的だろうと思います。ただいまの答弁

の中で、福岡県獣医師会の協力動物病院で不妊去勢手術を実施する際に手術券を交付とござい

ましたが、これは例えば飯塚市であれば、飯塚市内の病院に限られるのかどうか、この点はい

かがですか。 

○環境整備課長 

 飯塚市内の病院だけではなくて、嘉麻市、飯塚市、桂川町でございます。 

○田中裕委員 

 それでは地域猫活動団体登録を行うには、どのような手続が必要なのか、お尋ねいたします。 

○環境整備課長 

 団体の登録につきましては、地域猫活動の目的や内容を十分ご理解いただいた上で、活動す

る場所は団体に係る構成人数、また管理している地域猫の数などを申請書に記載し、提出して

いただくこととなりますが、その際、まずは、地域猫活動を実施する地域の住民を中心とし、

２名以上で構成されていること、また、地域猫活動について地域住民の理解を得ており、かつ、

その活動について継続的に地域の理解が得られるよう周知活動等を行っているとの要件がござ

います。 
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○田中裕委員 

 それではそのような要件がそろえば、どなたでも登録は可能だということですか。 

○環境整備課長 

 先ほども答弁いたしましたが、地域の住民の方が中心になって、２名以上であれば、団体の

登録は可能かと思います。 

○田中裕委員 

 それで今回の予算に計上されております地域猫不妊去勢手術委託料の２１万円の内訳につい

てお尋ねをいたします。 

○環境整備課長 

 内訳につきましては、雄猫の手術費用が１匹当たり１万６千円となりますので、５匹分で

８万円、雌猫の手術費用が１匹当たり２万６千円となりますので、５匹分で１３万円、合わせ

まして雄雌１０匹分で２１万円となっております。 

○田中裕委員 

 地域猫というぐらいですから、その地域に限定された猫だろうと思いますが、例えばその団

体登録に地域住民を中心とした２名以上の構成員が必要ということでございますが、例えば、

居住地域が離れたところ、例えば、旧庄内の方、上三緒の方、この人たちが２人で団体登録し

ようと思ってもこれはできないという理解でよろしいですか。 

○環境整備課長 

 今、質問者が言われた離れた地域の方が２名で団体登録できるかというご質問だと思います

が、登録は可能かと思われます。しかしながら先ほど申し上げました本事業の目的と、日々餌

やふん尿の管理、また不妊去勢手術、新たな飼い主探しなどについて、費用等のご負担もある

中で、地域住民が中心となってボランティアで地域猫活動を行っていただいております。これ

らを踏まえますと、本市としましては、このような地域活動の輪が市内各所で広がることが望

ましいものであるというふうに考えております。 

○田中裕委員 

 この去勢手術、不妊手術された猫ちゃんは耳にぽつんとハートマークするんですね。ですか

らこの猫はもう子どもを生みませんよというのが分かるというのが一番大きな特徴だと思いま

す。最近野良猫によるふん尿被害などの苦情が大変増えてきております。猫によるふん尿被害

で困っている方もいらっしゃれば、餌やりをされている方のように猫を助けたいと言われる方

もいらっしゃるのが現状ではないかと思っております。飼い主のいない猫に関する問題を地域

の共通課題として考え、お互いの歩み寄りにより、地域住民の間で合意をして、長期的な視点

で地域からこのような猫を減らしていくことが必要ではないかと、このように思っております。

この問題の有効的な解決方法の一つである地域猫活動への理解が深まり、人と動物の共生する

社会の実現に向けて、少しでも多くの地域にこの活動が浸透するよう、市と県で協力をして周

知活動を行っていただきますようにお願いいたします。今ボランティアでされてらっしゃる方

は自分のお金で去勢手術をされているんですね。でも本当にもうこれ以上できないと言われる

方が多くいらっしゃいますので、しっかりと周知活動等を行っていただきますように要望いた

しまして、質問を終わります。 

○委員長 

 次に、１５９ページ、環境対策費、その他の環境対策費について、永末委員の質疑を許しま

す。 

○永末委員 

 こちらに関しましては、打ち合わせる中で、理解できましたので、取り下げさせていただき

ます。 

○委員長 
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 次に、１７１ページ、農業振興費、農業振興事業費について、城丸委員の質疑を許します。 

○城丸委員 

 農業とか農地を守ることに関しましては、一般質問でも言いましたけど、食糧の需給率を上

げるとか、安心安全な食糧を作るとか、ということだけではなくて、農地の多面的機能という

ことで、我々も新潟に視察に行きました。田んぼを調整池代わりに使い治水を行うという「田

んぼダム」という考え方、これも全国的に広がっているみたいです。農業の一番大きな問題と

いうのは、担い手が不足していると、農業者の高齢化によって担い手がないというところが一

番大きな問題かと思います。この一番有効な方法としましては地域で農業を守っていくという

のが一番有効な手段ですけど、今度質問させていただきます新規就農者、これの支援をすると

いう事業につきましても非常に重要な事業であるかというふうに思っております。それで、予

算書を見ますと、昨年より９８９万２千円の増額の計上となっております。これはどのような

事業をされるつもりでしょうか。 

○農林振興課長 

 まず主な事業といたしましては、農業次世代人材投資事業、新規就農者研修事業、新規就農

者農地賃貸借等支援事業、新規就農者経営発展支援事業、新規就農者機械等購入支援事業及び

新規就農者経営開始資金支援事業に対する補助金を計上しております。なおこの中で、新規就

農者経営発展支援事業が今回新規の事業となります。 

○城丸委員 

 ２４２２万４千円という事業費の中で、たくさんの事業をされるんだなと、できるかなとい

うのが非常に感想ですけど、今新規事業について新規就農者育成総合対策事業の中の新規就農

者経営発展支援事業、これをやられるということです。この内容についてはどんなふうになっ

ていますか。 

○農林振興課長 

 従来の国費事業であります農業次世代人材投資事業の令和４年度からの公共事業でありまし

て、新規就農者育成総合対策事業の中で新メニューといたしまして、この新規就農者経営発展

支援事業が新設されております。事業費１１２５万円を計上しており、事業内容につきまして

は、経営開始時に４９歳以下の認定新規就農者に対して、就農後の経営発展のために、機械施

設等導入に対する支援として、補助対象事業費上限１千万円、補助率としましては国が２分の

１、県が４分の１、本人負担が４分の１を支援するようになっております。また、新規就農者

経営開始資金支援事業につきまして、これをもし併用された方については、先ほどの本対象事

業の上限が５００万円となります。また市独自の単独事業につきましては、新規就農者機械等

購入支援事業の中の新メニューといたしまして、認定新規就農者の生産資材等購入、農薬、肥

料、飼料等を支援するため、農業用生産資材等補助を追加しており、需用費９０万円を計上し

ております。 

○城丸委員 

 機械購入の補助が主だということだと思いますけど、例えば機械購入だけじゃなくて新規就

農者はそういうソフト、ソフトの面もいろいろあると思うんですよね。そういうときにあるの

は、そういう新規就農者研修事業というのがありますが、新規就農者の方が研修するのが恐ら

く農家に行くか、農業法人とか営農組合とかその辺に行くと思うんですけど、その辺に対する

何か補助みたいのがありますでしょうか。 

○農林振興課長 

 市単独事業では、新規就農者研修事業費補助金としまして、事業費４５万２千円を計上して

おります。事業内容としましては、就農を希望する者が農業経営を開始するに当たり、事前に

農業研修を行う場合に研修先として受け入れる農業法人や農家等を支援するものでございます。

短期研修につきましては、１回５日間として最大２回まで、１事業当たり１万円を支援します。
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長期研修は、連続で６か月以上１２か月以内を１回とし、最長２年間、１事業当たり月額２万

１千円を支援いたします。また、国の事業でありますが、新規就農者育成総合対策事業の中で、

メニューとして市町村を経由しない事業でありますが、雇用就農資金事業がございます。事業

内容につきましては、４９歳以下の就農希望者を新たに雇用する農業法人等へ最大年間６０万

円、最長４年間支援する事業でございます。 

○城丸委員 

 予算的には今年度から１千万円弱増額されているということですけど、この増額によって、

以前とどう変わると思われますか。 

○農林振興課長 

 効果となりますと、新規に就農開始される場合に、経営開始時に必要な初期投資費用、例え

ば農地賃借料、農業用機械、施設、生産資材等を支援することで、営農開始時の経営の負担軽

減を行うことができるものと考えております。また資金面の支援だけでなく、本市におきまし

ては、市内で新規就農を希望する者に対し、一本化した相談窓口で相談活動と就農支援対策を

実施するため、平成２６年７月に、本市、飯塚普及指導センター、福岡嘉穂農業協同組合、福

岡県農業共済組合、飯塚市農業委員会の５団体から成る「飯塚市がんばる農業応援協議会」を

設置しており、この協議会において、営農実態に応じたきめ細かな支援を行っていくことが、

新規就農者にとって負担軽減にもつながるものと考えております。 

○城丸委員 

 イニシャルコストを支援するということでしょうけど、一般質問でも言いましたけど、非常

にこの新規就農のハードルが高いと思います。だからそのときも例えば、米を作ろうと思えば

トラクターと田植機とコンバインぐらいは最低要ります。これが新品だと１千万円を超えます。

非常にハードルが高いんですよね。そういったことを言いましたけど、市のほうでインキュ

ベーターみたいなのを作って、まずソフト面で、そういう農業を教えていくとか、そういうこ

とをしていったらどうかという提案をしましたけど、非常に今のままいったら、これをぱっと

始めても絶対できないと思います。だからやっぱり、初めはやっぱり新産業みたいにインキュ

ベーターみたいなのを作って、そこでちゃんと教えて、農業者としてふ化させていくという、

それが一番いいのではないかと思っていますので、よろしくお願いします。 

○委員長 

 では次に、１７２ページ、農業振興費、その他の農業振興費について、城丸委員の質疑を許

します。 

○城丸委員 

 有害鳥獣駆除対策事業についてお聞きしますけど、これ２０１１年の統計では、全国で何か

被害額が２２６億円程度だということです。そして傾向としてイノシシは減っているけど、鹿

が増えているという状況だそうです。皆様も見て分かるように中山間地に行ったら進入防護柵

がいっぱい建っています。高いのが建っているが鹿対策で、低いほうがイノシシ対策です。今、

鹿もどんどん入ってきて、イノシシの柵を飛び越えていくというような状況だそうです。そう

いう状況の中で市内における有害鳥獣駆除の現状について、まずお尋ねをします。 

○農林振興課長 

それではまず、有害鳥獣に係る農作物への被害状況及び苦情の状況についてご説明いたしま

す。有害鳥獣による農作物の被害状況につきましては、福岡県農業共済組合に被害補償につい

て照会した結果からお答えいたします。平成３０年度は、イノシシによる被害が水稲で被害面

積６．９６ヘクタール、被害額７３４万５千円、豆類で被害面積０．４１ヘクタール、被害額

が９万円、合計で被害面積７．３７ヘクタール、被害金額７４３万５千円となっております。

鹿による被害でございますが、水稲で被害面積０．１０ヘクタール、被害額が１０万４千円、

豆類の被害報告はございませんでした。次に、令和元年度は、イノシシによる被害が水稲で被
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害面積５．９２ヘクタール、被害額６２８万９千円、豆類で被害面積０．６４ヘクタール、被

害額が１３万３千円、合計で被害面積６．５６ヘクタール、被害金額６４２万２千円となって

おります。鹿による被害でございますが、水稲で被害面積０．４０ヘクタール、被害額が

４２万５千円、豆類の被害面積０．４１ヘクタール、被害額が８万５千円、合計で被害面積０．

８１ヘクタール、被害金額５１万円となっております。最後に令和２年度は、イノシシによる

被害が水稲で被害面積３．２６ヘクタール、被害額３４４万８千円、豆類で被害面積０．

９７ヘクタール、被害額が２６２万４千円、合計で被害面積４．２３ヘクタール、被害金額

６０７万２千円となっております。鹿による被害でございますが、水稲で被害面積０．３１ヘ

クタール、被害額が３２万８千円、豆類で被害面積０．４０ヘクタール、被害額が１０８万

２千円、合計で被害面積０．７１ヘクタール、被害金額１４１万円となっております。 

次に有害鳥獣駆除数についてですが、イノシシ、鹿、アナグマ、アライグマ、カラス、カワ

ラバトの合計となりますが、平成３０年度が１７７１頭、令和元年度が２０９６頭、令和２年

度が２４５４頭となっており、令和３年度については、１月末現在の駆除数となりますが、

１９３１頭となっております。またその対策につきましては、進入防止柵の設置や、有害鳥獣

捕獲員による銃やわな等による対策を講じております。また本庁、支所を含め、有害鳥獣出没

の連絡をいただいた場合には、市長が委嘱しております飯塚市鳥獣被害対策実施隊員に連絡を

取り、対応可能な実施隊員に市職員が同行し、出没状況や被害現場の確認を行います。その後、

有害鳥獣の侵入経路の痕跡や、箱わな等が設置可能な場所を確認した上で、捕獲方針を決定し

た後に、箱わなを設置などし、駆除を行うのが一般的な流れとなっております。実施隊員によ

る駆除となった場合、その大半が被害発生後の対応となっており、昼夜、平日、休日を問わず、

出没事案の通報があることから実施隊員の方々や市職員にかかる負担も増加しております。 

○城丸委員 

 ただでさえ所得が低い農業にとって、やっぱりせっかく作ったのに、それを有害鳥獣に食べ

られてしまうと、荒らされてしまうと、非常に残念だろうと思います。今本当にわなを仕掛け

るか、人が猟をして撃つか、撃って捕るか、それか防護柵を作るかしか方法がないんですけど、

その猟というかと、捕る人に関わるあれですけど、通報を受けてすぐ飯塚市鳥獣被害対策実施

隊ですか、ここに連絡して行ってもらうということなんでしょうけど、実際その通報を受けた

ときにはもうそこにいないと、実際あんまり捕れてないのではないかと思います。それでこの

捕獲隊員数の減少も言われていますし、捕獲員の高齢化も進んでいるということです。この有

限鳥獣捕獲員と有害鳥獣対策実施隊員がおられると思いますが、それぞれどのような方なので

すか。その数等についても教えてください。 

○農林振興課長 

 有害鳥獣捕獲員につきましては、本市が従事者証を発行した市内で有害鳥獣捕獲活動に従事

されている方々で４４名となっております。その地区ごとの内訳は、飯塚地区が１９名、穂波

地区が４名、筑穂地区が９名、庄内地区が８名、頴田地区は４名であり、その平均年齢は６８．

３歳となっております。次に、鳥獣被害対策実施隊員とは、有害鳥獣捕獲員の中の方から市の

依頼により実施隊活動に迅速に対応でき、実施隊員活動のおおむね８割以上の日数に従事する

ことができると見込まれる方で、非常勤特別職として市長が委嘱している方々で、それぞれの

地区に３名計１５名の方がおられます。 

○城丸委員 

 それにほぼ従事できるというか、８割以上従事できるという人が１５名と、それぞれの地域

でそれぞれ活動してある、要するに捕獲とかしてある方が４４名ということでいいんですよね。

今年齢のことを言われましたけど捕獲員平均年齢が６８．３歳ということですけど、今後、若

い人を入れるとか、そういう今後のそういう捕獲員の見通しというか、それはどういうふうに

なっていますか。 
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○農林振興課長 

 有害鳥獣捕獲員の確保につきましては、毎年、福岡県の実施する講習を受講し、狩猟免許を

取得される方はいらっしゃいますが、趣味としての狩猟を目的に取得される方が大半であり、

免許取得後、有害鳥獣捕獲活動への協力を依頼しておりますが、新規で捕獲員として従事して

いただける方はほとんどいないのが現状でございます。今後も引き続き、高齢化が進んでいく

ものではないかと感じており、ＩｏＴ対応わな監視システムを活用した有害鳥獣駆除活動を行

うことで、捕獲員の駆除活動に係る労力の低減を図りつつ、新規の有害鳥獣捕獲員の確保に努

めていきたいと考えております。 

○城丸委員 

 このＩｏＴ対応の監視システムを、この前テレビでやっていましたけど、非常に何か有効み

たいで、毎日見に行かないといけないところが週に１回とか、それぐらいで済むということで

す。それで今回、有害鳥獣生息域調査事業として予算要求をされておりますけど、この事業の

概要についてお尋ねします。 

○農林振興課長 

 生息域調査事業の概要といたしましては、産業用ドローンや赤外線カメラを使用した有害鳥

獣が活発に動く日没後に撮影した画像をＡＩによる画像分析を行うことで、市内全域での野生

鳥獣の生息数、生息域の全体把握を行うとともに、出没事案の大部分を占める森林や農地周辺

の脆弱性を把握し、被害防止計画を作成することで、その後の計画的な有害鳥獣対策等につな

げていくことを想定しております。 

○城丸委員 

 今までは通報があったらすぐに連絡して、そこに行くというふうな形だったと思うんですけ

ど、今回はその生息域を把握して、その辺を重点的に行ってもらうとか、そういうことでいい

んですよね。それで今市内全域の調査と言われましたけど、調査対象地域についてはどのよう

に想定されているか、お尋ねします。 

○農林振興課長 

 これまでの山間部や農村部だけにとどまらず、近年では、市街地における出没事案が増加し

ていることから、都市計画マスタープランにある田園集落ゾーンと森林保全活用ゾーンとの境

目での調査を想定しております。また、令和４年度につきましては、面積としまして約

６００ヘクタールの調査を計画しております。その後、調査結果を踏まえまして、市内全域に

調査地域を拡大し、最終的には市内全域で約３千ヘクタールの調査を行いたいと考えておりま

す。 

○城丸委員 

 最後の質問になりますけど、先ほどちょっと言いましたけど、この調査事業を行った後の事

業展開についてお聞かせください。 

○農林振興課長 

 この調査事業で、有害鳥獣の生息域の全体把握を行い、生息数、生息地域、生息密度の濃淡

を把握することで、計画的な駆除活動の実施を検討する際の基礎資料として活用していきたい

と考えております。その後、調査事業の成果を基に、猟友会、有害鳥獣捕獲員の方々を初めと

して、民間企業との連携を視野に入れ、従来の被害発生後の駆除活動から被害発生前の駆除活

動への転換を目指していきたいと考えております。 

○委員長 

次に、質疑事項一覧表以外の質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

質疑はないようですから、第４款衛生費から第６款農林水産業費までの総括質疑として保留

しました以外の質疑を終結いたします。暫時休憩いたします。 
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休憩 １２：０９ 

再開 １３：１０ 

委員会を再開いたします。 

次に、第７款商工費から第９款消防費までの質疑を許します。初めに質疑通告されておりま

す１８２ページ、商工業振興費、商工業振興事業費について、守光委員の質疑を許します。 

○守光委員 

 １８２ページ、商工業振興費、商工業振興事業費についてお尋ねいたします。地元ブランド

化推進事業の現状についてをまずお尋ねいたします。 

○特産品振興・ふるさと応援課長 

 令和３年度より特産品振興・ふるさと応援課の新設に伴い、地元ブランド化推進事業として

市内中小企業事業者が、これまでに生産・加工・製造した商品を「いいづかブランド」として

認定し、本市の知名度の向上と特産品の創出を推進することで、地域経済活性化の振興と中小

企業者の支援を図ることといたしました。本年度につきましては、令和３年９月１日から同年

１０月１８日まで公募いたしまして、１７事業者から２８製品の申込みがあり、１０月２７日

に審査会を実施し、最終的に１１事業者１７製品をいいづかブランドとして認定いたしました。

現在、認定製品の各種催事等への出展、出品や、マスコミ等を通じたＰＲ等、本市において周

知を図り、事業者の販路開拓支援等を行っているところでございます。 

○守光委員 

 １７事業者応募の２８製品の中から、最終的には１１また１７製品ということで、結構多く

今回認定されたんではないかと思いますけども、その認定された１７製品について、製品の内

訳はどのようになっているのかお尋ねいたします。 

○特産品振興・ふるさと応援課長 

 認定製品につきましては、食料品１４製品、酒類２製品、工場製品１製品となっており、食

料品１４製品の内訳は、１３製品が加工食品、１製品が生鮮食品、酒類の内訳としましては、

２製品とも日本酒となっております。 

○守光委員 

 本年度１１事業者１７製品を認定したことで今後の取組について、どのように本市として考

えておられるのかお尋ねいたします。 

○特産品振興・ふるさと応援課長 

 これまで同様、市内中小企業者の皆様への訪問を実施しまして、製品の掘り起こしを行うと

ともに、これまで関わりのなかった中小企業の皆様と、市内外の事業者の皆様方とのマッチン

グ等を支援していきまして、新たな製品開発を進め、その製品につきまして、認定に向けて申

請していただけますよう取り組んでまいりたいというふうに考えております。また、今回の審

査において認定されなかった製品につきましても、今回の審査に審査員として参加いただいた

団体や機関との連携を図り、今後、本市の認定製品となることができるようフォローアップを

してまいりたいというふうに考えております。 

○守光委員 

 せっかく、これから目的的には、本市の知名度向上のためしっかり取り組まれていることだ

と思いますので、これからだんだんブランドが多く増えていくと思うんですけども、あまり多

過ぎるのも他市のいろんな方から見たときに、あまりにも多過ぎるとブランドの価値がなくな

ってくる可能性もありますので、そこはしっかり考えていただいて、今後ともしっかり飯塚市

の知名度アップのために努力していただきますことを要望して終わります。 

○委員長 

 次に、同じく１８２ページ、商工業振興費、商工業振興事業費について、城丸委員の質疑を

許します。 
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○城丸委員 

 同じ質問になりますので、重複した分については割愛させていただきますけど、これはもと

もと平成２９年度から令和２年度までの農産加工品ブランド化推進事業というのをやっていま

した。これは第１次産業を応援するという意味で、６次化産業あたりを進めていくということ

で、始まったものだというふうに思っていますけど、それが廃止されたと、やめたと、非常に

というか、ちょっと残念に思います。それで市外部の識者を中心に認定審査会をするというこ

とになっていますけど、誰がどのようにこれを認定するのか、教えてください。 

○特産品振興・ふるさと応援課長 

 認定の組織につきましては、経済部長を委員長とし、その他の委員は全て市外部の識者にお

願いをしております。特にマーケティングや商品企画、物産を手がけてきた方々にお願いをし

ております。また、近畿大学産業理工学部経営ビジネス学科准教授の太田先生にも、審査会の

アドバイザーとしてご参加いただいております。次に、認定の審査基準でございますが、あく

までも既に開発されている製品であり、独自に販路開拓等ができていない中小企業の皆様の本

市の地域資源や個性を生かした製品について、製品の認知度や魅力度などの６項目から成る基

準に基づきまして、プレゼンテーション方式にて審査を実施しております。その基準を満たし

た製品をいいづかブランド認定製品の候補として、市長のほうにご報告いたしまして、最終的

に市長が決定することとなっております。 

○城丸委員 

 分かりました。それで先ほど守光議員からも言われていましたけど、私もいいづかブランド

のラインナップ、見せていただきました。これを見ても私もちょっと覚えきれないのではない

かというのがいっぱいありまして、これを果たして本当にブランド化というのかみたいな。例

えば、筑穂牛とか、そういうのがブランド化ではないのかと思うんですけど、これは飯塚市を

代表する製品だという明確な根拠は、どんなふうに説明していかれるのか、教えてください。 

○特産品振興・ふるさと応援課長 

 認定数につきましては、認定製品が少ないほうが本市としてもＰＲする際には、より注力で

きるとは思っておりますけれども、マーケティングや、商品企画、物産を手がけてきた皆様の

外部からの視点で、選定された製品が多かったということにつきましては、本市において、ま

だまだ我々も知らない、すばらしい製品が掘り起こせたというふうに認識しております。その

結果、いいづかブランド認定制度自体がぼやけるのではないか、この点につきましては、そう

いったことがないようしっかりとその製品に合わせた催事やイベントの出展、周知方法の検討

を行いながら、認定製品をＰＲしていきたいというふうに考えております。また、認定製品を

生産・加工・製造している中小企業者の皆様におきましても、認定製品のイメージ向上等に努

めていただくようお願いしているところでございまして、本市のみの働きかけにとどまること

がないよう留意して進めていきたいというふうに考えております。 

○城丸委員 

よろしくお願いします。下手な鉄砲方式とは言いませんけど、しっかり応援していただくよ

うにお願いします。 

それでいいづかブランドの、この支援方法についてどのような方法で行っているか、お尋ね

をいたします。 

○特産品振興・ふるさと応援課長 

 認定製品の支援方法につきましては、周知による支援のほか、催事出店や、製品の品質向上

などのブラッシュアップ、商標登録費用の補助を行ういいづかブランド認定製品支援補助金事

業などの支援を行っております。これまでに４件の申請、また、相談を受けているところでご

ざいます。また、各種商談会への出展につきましても、いいづかブランドの認定以降、日本最

大の商談会でありますフーデックスジャパン２０２２を初め、３件の出展を行うなど、本市と
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しましても、出展と事業者間のマッチング支援をしております。さらに、本市経済部が所管す

る補助事業、または、国、県等の助成事業の情報提供、関係機関との調整などを行うとともに、

今後は、ふるさと納税サイトへの特設ページ等を早急に作成しまして、販路拡大支援も行って

いきたいというふうに考えております。 

○城丸委員 

 後の分については守光委員と一緒ですのでやめますけど、当然、ふるさと応援課ということ

でふるさとの寄付事業のところだと思いますんで、返礼品にもラインナップするんだと思いま

すので、頑張って宣伝してください。 

○委員長 

 では１８３ページ、商工業振興費、商工業振興事業費について、守光委員の質疑を許します。

守光委員。 

○守光委員 

 では１８３ページ商工業振興費、商工業振興事業費、商店街活性化支援事業についてをお聞

きいたします。まず、この事業の概要についてお尋ねいたします。 

○商工観光課長 

 本事業につきましては、商店街活性化を牽引するためのノウハウや知見、実績を有する外部

人材と、商店街の現状に精通し、これからの商店街活性化を担う、やる気と熱意を持った商店

街、内部人材をタウンマネージャーとして設置するための経費、並びに商店街の空き店舗のリ

ノベーションを促進するための事業となっております。 

○守光委員 

 ではその商店街の現状についてお尋ねいたします。 

○商工観光課長 

 中心市街地にある商店街の現状につきましては、令和３年度と平成２４年度を比較しますと、

空き店舗率は平成２４年度が２９．２％、令和３年度が２７％と、空き店舗の解体等の原因で

若干減少はしておりますが、営業店舗数につきましては、平成２４年度の２７４店舗に対しま

して、令和３年度は２６８店舗と、若干減少をいたしております。また商店街の歩行者通行量

は、新型コロナウイルス感染症の影響もございまして、大きく減少しております。 

○守光委員 

 空き店舗率が２９か２７％、店舗数に関しては、２７４店舗から２６８店舗、若干減少傾向

にあるということでありますけども、このような現状を踏まえて、商店街の課題を、今後行政

としてどのように捉えておられるのかお尋ねいたします。 

○商工観光課長 

 課題といたしましては、まず、中心市街地の居住人口、歩行者通行量の減少、次に中心商店

街の営業店舗の減少、併せまして店舗の老朽化、後継者不足等につきまして、課題であるとい

うふうに捉えております。また、このようなことを要因としました買物人口の市外流出、地域

経済循環率の低下につきましても課題であるというふうに認識いたしております。 

○守光委員 

 最後に商店街の今後についてお尋ねいたします。 

○商工観光課長 

 先ほど答弁いたしました課題を解決するため、令和４年度におきましては、商店街の活性化

を牽引する人材でございますタウンマネージャーを商店街に設置いたしまして、商店街内に集

客・周遊・滞留させる仕組みづくり、併せまして空き店舗の解消のためのテナント誘致やイノ

ベーションの促進、そして来街者の増加を図るため、市内外から来ていただけるような魅力あ

る商店街イベントの企画実施を実践していくことが重要であると考えております。今後につき

ましても、持続可能な商店街活性化のための支援に努めてまいりたいと考えております。 
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○守光委員 

 タウンマネージャーを設置されるということで、この費用に今回４２３万６千円、計上され

ておりますけども、今、３つほど言われましたけども、中心商店街の活性化のために、ウイズ

コロナ、アフターコロナにおける集客方法やイベント等の企画立案、空き店舗の有効利活用を

しっかりやっていかれるということでありますので、やはりこのタウンマネージャーというか、

しっかり幅広く多くのことを経験、また実績のある方を登用しながら、また、この商店街が、

自分が子どもの頃は本当に人が多くて、土日になれば本当に歩くのも、人に当たったりとかし

て、本当大変なあれでしたけども、今本当に人が通っておりませんので、ここが本当以前のよ

うな活気あふれる商店街になるように、今後ともしっかり取組をやっていただきたいと要望し

て終わります。 

○委員長 

 次に、１８４ページ、１８５ページ、商工業振興費、産学官連携推進事業費について、守光

委員の質疑を許します。 

○守光委員 

 引き続き１８４ページ、１８５ページ、商工業振興費、産学官連携推進事業費、産業振興ビ

ジョン策定事業費についてをお聞きいたします。産業振興ビジョン策定の経緯についてお尋ね

いたします。 

○産学振興課長 

 飯塚市は、平成１５年度から５年間を一つのステージとして、「ｅ－ＺＵＫＡトライバレー

構想新産業創出ビジョン第１ステージ」を策定し、平成２０年度からは第２次ステージを、平

成２５年度からは、第３次の「飯塚市新産業創出ビジョン」を策定し、九州工業大学情報工学

部及び近畿大学産業理工学部の２校の理工系大学の大学力を生かして、ＩＴ企業や技術者の誘

致などの情報産業都市づくりを推進し、ＩＴを活用した地域産業の活性化と、地域資源をエン

ジンとした新産業の創出を進めてまいりました。平成３０年度からは、ｅ－ＺＵＫＡトライバ

レー構想の流れを組みつつ、包括的な産業振興実現のために、飯塚市産業振興ビジョンを策定

いたしました。本ビジョンは、令和４年度までの５か年計画であることから、令和４年度に、

現行ビジョンの成果分析と併せ、ビジョンの見直しをすることとしております。 

○守光委員 

 現行の産業振興ビジョンについて、それ以前の、新産業創出ビジョンとの変更点をお尋ねい

たします。 

○産学振興課長 

 変更点は大きく２点ございます。産業振興ビジョンは、平成１４年度から平成２９年度まで

に進めてきたｅ－ＺＵＫＡトライバレー構想の流れを受け継ぎつつも、平成２８年４月１日に

施行されました飯塚市中小企業振興基本条例に基づき、商業や６次産業を加えた包括的な産業

全般にわたる産業振興の計画とした点が１点でございます。２点目は、ビジョン推進体制を明

確化し、飯塚市中小企業振興基本条例で設置されている飯塚市中小企業振興円卓会議により、

進捗管理を行っている点でございます。 

○守光委員 

 現行の産業振興ビジョンの課題等があれば教えてください。 

○産学振興課長 

 課題といたしましては、地域経済が地域で循環する仕組み、地元雇用、地場調達率、地元企

業との取引状況など、地域の循環を踏まえた評価を入れるなどして、中小企業の重要性を示し

たいという点、飯塚市独自の地域経済の特色や強みである、企業の国際的な事業展開、留学生

の活用など、国際化への対応や、飯塚市の特色でございます大学生との関わり、を盛り込む点

の２点があります。また、検討する点としまして、ＳＤＧｓに関する視点を入れ込む点がござ
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います。 

○守光委員 

 この産業振興ビジョンは、令和４年度１年間かけて策定をされると思うのですけども、どの

ようなスケジュールで今後進めていかれるのかお尋ねいたします。 

○産学振興課長 

 ビジョン策定スケジュールにつきましては、令和４年５月から７月に市内企業アンケート及

び市内企業等ヒアリングを実施し、市内企業の実態把握、経営課題、施策ニーズ把握をいたし

ます。その後、円卓会議におきまして、アンケート、ヒアリングの結果等を踏まえ、ビジョン

策定方針を決定し、１１月をめどにビジョン素案を策定してまいります。令和５年１月に市民

意見募集を行いまして、令和５年３月に答申案の策定を予定しております。ビジョン策定に当

たりましては、円卓会議と委託業務の連携をとりながら進めてまいりたいと考えております。 

○守光委員 

 最後に委託業務を活用しながら、円卓会議としっかり連携をとっていただいて、より良い産

業振興ビジョンを、今後作成していただきたいと要望して、質問を終わります。 

○委員長 

 同じく１８４ページ、１８５ページ、商工業振興費、産学官連携推進事業費について、江口

委員の発言を許します。 

○江口委員 

 同じく、産業振興ビジョン策定事業費についてお聞きいたします。中小企業振興円卓会議に

ついては、平成２９年に、私ども議員のほうで議員提出議案として、策定していただいたもの

であります。改めて、この機関についてご紹介ください。 

○産学振興課長 

 中小企業振興円卓会議の取り組む事項としまして、中小企業振興円卓会議施行規則におきま

して、中小企業振興施策の推進に関する審議、調査及び研究に関すること。振興施策の提案及

び検証に関することの２つが定められております。現在の円卓会議におきましては、これらの

事項について関わっておりますが、特に施策の推進に関する審議、提案において取り組んでい

ただいているところでございます。 

○江口委員 

 所掌事務としてはこの２つなんですけれど、もともとこの中小企業振興基本条例でその目的

として定めているのは中小企業が本市経済の発展において果たす役割の重要性に鑑み、中小企

業の振興の基本となる事項を定めることにより、中小企業の健全な発展を図り、もって地域経

済の発展及び市民生活の向上に寄与することを目的とするとありますが、そのために何ができ

るかだと思うんです。そういうことを考えていると、もっともっときちんと施策にコミットす

べきだと思うんですが、では、どれだけできているのかというところに関して資料を提出して

いただきました。追加資料の５５ページ以降、資料を出していただいているわけなんですけれ

ど、読む限りでは、そこまでの深掘りができていないのではないかと思っています。なおさら

のこと、令和２年度、令和３年度の両年度では、１回目については書面決議です。コロナ禍の

最中とはいえ、中小企業のこれから先を考える非常に大切な会議が書面決議というのはいかが

なものかと思います。この時代でオンライン等々もあるわけでしょ。そうしたら、そういう形

をやりながらコロナ対策で飯塚市もいろんな施策を打ってきました。その施策が本当にこれで

よかったのかどうかが大事ですし、片一方でこれから先どうやるのかについてを真剣に議論し

ていただく場であると思っています。この後で触れますプレミアム券についてもそうなんです

ね。そこについても、この円卓会議の記録を見る限りではプレミアム券の在り方をどうしよう

よとか、そういうふうな形は考えられておられなかったように思いますが、その点はいかがで

すか。 
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○産学振興課長 

 まず、円卓会議についてですが、円卓会議はおおむね半年に１度の割合で開催をしておりま

す。質問委員おっしゃるとおり、書面協議という場合も２回ほどございました。飯塚市の産業

振興ビジョンの各事業の進捗管理の確認のほか、新規事業の取組や緊急的な経済対策について

は、もちろんこの場で情報共有を行いまして、委員の方に審議をいただいているところでござ

います。特にこの過去３年間におきましては、新型コロナウイルス感染症に係る経済対策のほ

か、大学、学生の活用、農産加工ブランド化、医工連携については、広い意見をもらっている

ところでございます。今後も産業振興に係る様々なところで、円卓会議の活用を図ってまいり

たいと考えているところでございます。 

○江口委員 

 振興管理だけではなくて、これが正しかったのかどうか、これは効果的であったか、貴重な

財源を使うわけです。そして、幾つかの施策をやっていく。別の施策のほうがよかったんでは

ないかとか、そういったものを併せてしっかりと協議をしていただきたいと思っています。あ

る意味、経済の現場におられる方々なわけなんです。がある意味この施策の対象となる方々が、

望むようなものができているのかどうかだと思うんです。それを考えたときにこれから先、今

から、来年度やっていく、新しい産業振興ビジョンなんですけれども、策定なんですけれど、

ここをまた、どうしても行政でやるのとコンサルに委託するのですが、このコンサルの委託に

関しては、以前もお話ししていることがあると思います。せっかく大学の先生方がおられたり

とか、地域の方々おられる。そういった方々にもっとしっかりと動いていただく、汗をかいて

いただくほうがいいのではないかと思っています。ある意味そちらのほうにきちんと委託料と

してお支払いをして、そして、その部分で例えばその統計処理とかあります。そういった、ど

うしてもそこら辺では難しい部分が発生したら、そこの部分はコンサルのほうには、そこの部

分だけやっていただこうかと考えてはどうかと思うのです。今回の策定事業費、１０４４万

４千円ですけれど、円卓会議の委員報酬は１６万６千円です。片一方で委託料は１０２４万円

あるわけです。多くの場合はこのコンサルというのは市外業者です。市外業者に１千万円が出

ていくわけです。片一方で、円卓会議の委員の方々、市内の事業者だったりとか、学識経験者

の方々が一生懸命頭に汗をかいて、お話しするんだけど、それはある意味、コンサルが持って

いく、その成果はコンサルが。お金という意味で見ると持っていかれる。この形は変えるべき

であると思いますが、その点はいかがですか。 

○産学振興課長 

 令和４年度に着手いたします産業振興ビジョンの策定業務におきまして、平成３０年度から

産業振興ビジョンの評価、検証に加えまして、新型コロナウイルス感染症拡大防止策による産

業全体の影響について調査、分析を行った上で、次期包括的な産業振興の実現に向けた施策立

案が必要と考えております。円卓会議におきましても、先ほど説明をさせていただきました所

管する事項でございます審議、調査研究及び提案をしっかりと取り組んでいただきながら進め

てはまいりますが、経済環境、地域産業特性を把握した計画策定には、専門的な知見による業

務補助が不可欠であると考えております。質問委員がおっしゃいますように、円卓会議をしっ

かり活用しながら、委託業者と連携をとりながら、ビジョン策定を推進していきたいと考えて

いるところでございます。 

○江口委員 

 専門的な知見による業務補助が不可欠であれば、補助だったら補助に見合う金額だと思うん

ですよね。メインが考える部分と、補助の部分。であれば、当然のことながら、メインのほう

が大きいはずだと思うんだけれど、執行についてはそのことをしっかり考えた上でやっていた

だきたいとお願いしておきます。 

○委員長 
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次に１８５ページ、商工業振興費、産学官連携推進事業費について、城丸委員の質疑を許し

ます。 

○城丸委員 

このふるさと応援大学支援補助金というのがありますけれど、この分が昨年度は９５０万

３千円ですか。令和４年度が３２４６万９千円と、２３００万円ほど増えております。まず、

このふるさと応援大学支援補助金事業の経緯について教えてください。 

○産学振興課長 

 まず、ふるさと応援大学支援補助金につきまして、経緯を説明いたします。飯塚市では、平

成２９年４月に近畿大学及び九州工業大学と締結しました包括連携に基づき、行政の各部署を

初め、地域、企業など様々な形で、また、幅広い分野で当該大学との連携を行っております。

大学においては、今後の１８歳人口の減少に危機感を感じており、入学者を継続的に確保して

いく上で、大学の機能強化とキャンパス環境の充実が必要と認識をしているところでございま

す。このような中、大学支援及び産学官連携事業のさらなる強化を目的に令和元年１０月から

ふるさと応援寄附事業の応援メニューに大学応援寄附金の項目を追加し、また、ふるさと応援

基金条例を制定しまして、寄附を募ってまいりました。本事業は受領した寄附につきまして、

大学へ大学支援補助金として令和４年度から交付するものでございます。 

○城丸委員 

 要は寄附される人がこれは大学の応援に使ってくださいと。お金を使っているということで

いいんですね。それでは、このふるさと応援大学支援補助金事業は市内の３大学が対象となる

のですか。 

○産学振興課長 

 令和元年度の大学応援寄附金設置当時は、市内３大学を対象に寄附者の意向が反映されやす

いよう、九州工業大学情報工学部、近畿大学産業理工学部及び近畿大学九州短期大学、３大学

のいずれかを選んで寄附をいただく予定としておりましたが、意向調査をする中で、近畿大学

産業理工学部及び近畿大学九州短期大学については、２０２５年に迎えます学校法人近畿大学

創立１００周年に当たり、記念事業募金を学内で開始し、個人住民税の税額補助の指定を受け

る中、新たな寄附金制度の運用を行うことは好ましくないとの判断に至ったことから、本事業

の参画を辞退されておられます。このため、現在は九州工業大学のみ応援寄附金を募っており

まして、本事業も九州工業大学だけとなっております。 

○城丸委員 

 それでは次に、ふるさと応援大学支援補助金事業の事業内容について教えていただきます。 

○産学振興課長 

 ふるさと納税の大学応援寄附金を九州工業大学に助成するものでございますが、令和４年度

は令和元年度及び令和２年度の受入れ分に対して交付をし、それ以降は受入れ年度の翌々年度

に、大学支援補助金として、原則交付する予定のものでございます。なお、交付金は寄附金か

ら必要経費１０％を差し引いた額とし、交付を受けた大学は補助金をキャンパス環境の充実に

充当することと予定しております。また、事業の継続性を勘案しまして、補助金の用途につい

て、連携事業の強化など、ソフト事業にも充当できるよう、今後、見直しを行っていく予定で

ございます。 

○城丸委員 

先ほどからいろいろ質問もあっていましたけど、これぐらいの市の規模では珍しく、３大学

が立地しているということで、今まで大学を活用した連携事業をやってきたわけですけれど、

先ほどからの答弁にも大学を活用してという言葉がありましたけれど、この応援事業で、大学

を応援することによって、大学が充実して、そしてまた、市と連携をできるように頑張ってほ

しいと思います。 
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○委員長 

次に、１８５ページ、商工業振興費、産学官連携推進事業費について、永末委員の質疑を許

します。 

○永末委員 

商工業振興費、産学官連携推進事業費につきまして、質問させていただきます。といいまし

ても、もうほとんど城丸委員のほうから、私の聞きたかった部分が聞かれましたので、要望だ

けさせていただきます。当然、皆様ご認識されているかと思うんですけれど、大学が飯塚市に

あるということのメリットというのは、本当に様々な部分があるかと思いますので、ぜひとも

その状況を当然のものと捉えることなく、しっかりと今後も毎年毎年しっかり残っていただけ

るように、様々工夫をしていただきたいと思いますし、こういった今本市のほうで非常に調子

のいいふるさと応援寄附金でございますので、そういった部分で財源のほうも確保できる部分

も少なからずあると思いますので、ぜひともこの飯塚市に今後ともしっかりと大学が継続して

いけるように残っていけるように、最大限努力していただきたいと思います。要望で終わりま

す。 

○委員長 

 次に１８６ページ、１８７ページ、商工業振興費、新産業創出支援事業について、江口委員

の質疑を許します。 

○江口委員 

 取り下げます。 

○委員長 

 次に、１８７ページ、商工業振興費、海外経済交流推進事業費について、守光委員の質疑を

許します。 

○守光委員 

 １８７ページ、商工業振興費、海外経済交流推進事業費、海外展開支援事業費補助金につい

てをお尋ねいたします。まず、この事業の内容と目的はどのようなものか、お答えください。 

○国際政策課長 

 本事業につきましては、市内企業の海外展開における事業を促進し、地域経済の活性化を図

るため、自社独自の活動、または公的支援機関を活用した活動を行う際に要しました費用の一

部を支援することとしております。 

○守光委員 

 本市の企業が海外事業の展開を図り、地域経済の活性化を図ることで新たな雇用も創出され

るのではないかと思います。自社独自の活動や公的支援機関とその事業はどのようなものなの

かお尋ねいたします。 

○国際政策課長 

 今回の事業で言います「公的支援機関」とは、独立行政法人日本貿易振興機構、独立行政法

人中小基盤整備機構、福岡アジアビジネスセンターの３者を指しております。これら公的支援

機関の事業としては、輸出に関する相談事業、海外市場の調査、ＥＣサイトの商品の紹介、販

売、そして商談会、展示会への出展支援がございます。自社独自の事業としましては、公的支

援機関でなく、民間の支援機関の活用を含む企業独自で行う海外販路に係る相談等の事業を想

定しております。自社独自事業は、申請回数上限は１回で、補助上限額は５万円としておりま

す。公的支援機関の活用では、申請の上限回数の制限はございませんが、補助上限額は１回当

たり５万円までとし、累計の補助上限額は１０万円としております。なお、自社独自事業及び

公的支援機関の活用による事業を組み合わせて申請することも可能と考えております。 

○守光委員 

 この事業を行う上で、企業ニーズ等の確認のほうはされておりますでしょうか、お尋ねいた
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します。 

○国際政策課長 

 海外展開を既に行っております、または、関心がある市内企業を訪問し、ヒアリングを実施

しつつ、公的支援機関の豊富な支援施策を紹介し、マッチングを行っていく中で、「支援機関

の支援施策を積極的に活用していきたい」、「費用が発生する事業の補助があると、もっと前

向きに活用の検討ができる」、「自社で海外展開に挑戦するときに、補助があると助かる」と

いった企業のニーズを確認しております。人、時間、資金のリソースが不足している中小企業

が海外展開を行う際は、まずは公的支援機関を活用することが効果的であると考えております。

公的支援機関の支援は無料の事業もありますが、企業負担を求める有料事業もありますので、

この有料事業について、本市が一部支援を行うことで、市内企業の海外展開促進につながるも

のと考えております。 

○守光委員 

 本市が市内企業の海外展開を促進する理由というか、考えがあれば、何なのかお尋ねいたし

ます。 

○国際政策課長 

 国内では、少子高齢化による人口減少が続いており、それに伴う市場も横ばいの状況であり、

それは本市においても同様の状況にあります。今後も、国内での人口減少が進んでいくことが

予想される一方、海外においては、人口増加の状況であるとともに、その人口増加に伴い市場

は増加傾向にあると思います。そのため、海外の市場を取り込むことが、本市の経済成長につ

ながりますので、市内企業の海外展開を支援するものでございます。 

○守光委員 

 今後、市内企業の成長のためには海外展開が重要になることは理解をいたしました。今後も

支援機関と連携強化を図りつつ、市内企業のニーズの変化に対応したきめ細やかな支援に取り

組んでいただきたいとともに、この事業やっていく上で市内企業の方が海外に展開をする中で、

今後また課題等も出てくると思いますので、そのことも含めて、本市も今後ともしっかり先ほ

ど言いましたけども、細やかな支援のほうをよろしくお願いいたします。 

○委員長 

 次に、１８７ページ、商工業振興費、新型コロナウイルス感染症対策事業費について、江口

委員の質疑を許します。 

○江口委員 

 地域活性化応援券の目的及び販売方法についてお聞かせください。 

○商工観光課長 

 令和４年度実施予定のプレミアム応援券につきましては、市民の消費を喚起することで市内

事業者を支援することを目的といたしまして、紙応援券を８万冊、電子応援券２万冊を発行す

る予定といたします。プレミアム率につきましては３０％で、１万円で１万３千円分の買物に

ご利用できます。また購入対象者につきましては、高校生を除く１８歳以上の市民といたしま

して、お１人様５冊まで購入可能とする予定です。販売方法でございますが、紙応援券につき

ましては、はがきでの購入申込みを受けまして、市内２１か所の郵便局での販売、また電子応

援券につきましては、専用のアプリで購入を申し込み、コンビニエンスストアで入金すること

で、アプリにチャージされる仕組みになっております。 

○江口委員 

 費用対効果についてはどうお考えですか。 

○商工観光課長 

 費用対効果といたしまして令和２年度のアンケート調査結果から、応援券を購入したことを

きっかけとして購入した額が使用された応援券全体金額の４０．７％であり、また、応援券に
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現金を足して購入した金額が全体の９．３％となっております。この消費喚起率を基礎といた

しまして、今回のプレミアム応援券は総額１３億円を発行いたしますことから、消費効果額は

１３億円に消費喚起率の４０．７％及び９．３％を乗じまして約６億５千万円の効果が見込ま

れると考えております。 

○江口委員 

 市内事業者を応援するはずなんだけれど、片一方で全体の金額の６割については、通常の買

物と変わらないところで使われている。また、大型店と中小事業者の切り分けもないわけです

が、ここの切り分けがないことについては、その理由についてどのように考えているのかお聞

かせください。 

○商工観光課長 

 令和４年度につきましても、新型コロナウイルス感染症の影響による経済対策事業として実

施することといたします。市内事業者の支援に合わせ市民の消費行動を喚起することを目的と

いたしまして、またさらに大型チェーン店におかれましては、下請業者や卸売業者など市内事

業者との取引もあり、市民の雇用を確保するという役割、観点もございまして、利用店舗につ

きましては限定せず、大型チェーン店と中小企業事業者と分けず、応援券事業を実施していき

たいと考えているところでございます。 

○江口委員 

目的と効果を考えると果たしていかがなものかと思っています。特にこの応援券については、

一番メリットを受けるのは、ある意味、応援券を買われた方々、その多くはある意味経済的に

余裕がある方々です。１万円をある意味、投資をするわけです。それができて、特に多くの

方々は５万円を買っておられるということを考えると、ある意味それが買える方々に、得をす

るところは限定されていると思っています。そういった考え方を持つと、もう少し小さな単位

にすることとかを考えるべきであると思います。 

あともう一つはこのプレミアム応援券の換金についてなんです。つい先日、応援券、ちょっ

と換金の期限を過ぎたんだけどという方からご相談がありました。どうにかならないのかとい

うお話がございました。この応援券、市内の事業者を応援するはずの事業ですよね。その換金

について、どのようになっているのか、これは延ばせないのか、お聞かせください。 

○商工観光課長 

 今年度、紙のプレミアム応援券につきましては、使用期限を令和４年１月３１日といたしま

して換金日につきましては毎週火曜日、木曜日、令和４年２月２４日までを換金期限といたし

ておりました。当然事業者の皆さんも営業を行いながらの換金手続となりますので、そういっ

た事情も考慮いたしまして、利用期限終了後から約４週間、換金期限を多めに設けております。

事業者の皆様にはこの期間内に換金申請を行っていただくようご案内をさせていただいており、

換金期限終了後については、お断りをさせていただいている状況でございます。なお、電子の

プレミアム応援券につきましては、換金手続が不要で自動的にあらかじめご登録いただきまし

た口座に振り込まれることになっていますので、換金は発生しないようになっております。 

○江口委員 

 長めで４週間というんだけど、債権の時効と言ったら４週間ではないですよね、通常の債権

はね。あなた方は事業者のためっていう形で言うんだけれど、ご案内、換金のご案内はどのよ

うにやっておられます。 

○商工観光課長 

 紙のプレミアム応援券の換金期限につきましては、事業者の皆様へは通知のほか市ホーム

ページ、また換金窓口におきまして周知徹底を図り、換金状況を見ましても、ほとんどの事業

者の皆様が既に換金手続を終了しておられます。また本事業につきましては、福岡県の補助事

業でもございまして、事業期間も限られておりますことから、今から換金申請を受け付けると
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いうことは、考えておりませんので、ご理解をいただきたいと考えております。 

○江口委員 

 具体的に事業者の方々に換金手続について、いついつどのような形でお知らせしていただい

たのか。ホームページは分かりましたよ。でも、紙によるというやつは、例えば１週間ごとに

はがきを送ったりとかされているんですか。 

○商工観光課長 

 本応援券の事業を開始するときに様々な内容の中で、この換金系につきましても、当初から

２月２４日という形で、１回周知をさせていただいております。 

○江口委員 

 つまり最初の申込みのときにこうやってなっていますよというお知らせですよね。事業者の

方々も、私たちが本来だったら守っておくべきだったとは思っているんです。ただ片一方で、

貴重な売上げがゼロになるわけですよ。応援するためにあったはずの応援券が、ある意味あだ

になるわけですよね。県の補助事業という話もあるんだけど、片一方でコロナ関連に伴う国か

らの交付金とかもある。そう考えると、それを使って、こういった形で補填をしましょうとか、

あり得ると思いますし、その期限についてこういった形できちんとお伝えしましょうというの

はあるかと思うんですけれど、それについては何らか考えられませんか。 

○商工観光課長 

 繰り返しの答弁になりますけど、本事業につきましては、全事業者の方に当初から２月

２４日までという換金期限という形でお話をさせていただいております。質問委員が言われま

すけど、この件に関しましては、換金申請につきましては、既に締め切っておりますので、ご

理解を賜りたいと考えております。 

○江口委員 

 制度として今そうなんですけれど、市長、副市長、ある意味その制度を変えられるのも政治

であると思います。こういった事業者を救うという意味で制度変更というのは考えられません

か。 

○経済部長 

 本年度につきましては、４週間、１か月程度の換金期限を設けさせて、周知徹底も努めさせ

ていただいたところですが、今現在９９％を超える換金が行われておるところでございますが、

さらに、今後につきましても、事業者への周知徹底あるいは換金期限の延長等を検討してまい

りたいと考えております。 

○江口委員 

 つまり、今年度についてはもう後は、紙くずとなったんだけど、それについては了承してい

ただきたいということでよろしいですか。 

○経済部長 

 大変申し訳ありませんが、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

○委員長 

 それでは１８９ページ、観光費、観光振興事業費について、守光委員の質疑を許します。 

○守光委員 

 １８９ページ、観光費、観光振興事業費についてお聞きいたします。令和４年度観光振興事

業費予算において、デジタル観光推進事業委託料が計上されております。今回計上された事業

費の目的についてお尋ねいたします。 

○商工観光課長 

 令和４年度の観光振興事業といたしまして、デジタルツールを活用し、外部要因に左右され

にくいデジタル施策の構築と併せて、移動手段に捉われないＡＲ技術を活用した観光シティプ

ロモーションを実施することといたしております。飯塚市の観光の魅力を多くの方々に情報発
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信する取組でございまして、ＡＲ技術を活用することで、遠隔地から、本市に点在する観光施

設等、パソコンやスマートフォンで見学できるデジタル観光の仕組みの構築等を合わせまして、

実際に現地を訪問し、モバイルスタンプラリーなどを楽しんでいただくリアル観光の仕組みの

構築を目的といたしております。 

○守光委員 

 デジタル観光とリアル観光のまずはちょっと概要についてお聞きします。またこの事業を実

施することによる効果についてお尋ねいたします。 

○商工観光課長 

 デジタル観光につきましては、本市の観光施設に訪れたくてもコロナ感染拡大の影響等の外

部要因により、訪れることができない方や遠方にお住まいの方などが今回制作しますウェブサ

イト上にパソコンやスマートフォンなどでアクセスすることで、ＡＲ化した観光施設内などを

見学することができ、本市を訪れたいと思うお気持ちを助長させる仕組みを構築するとともに、

施設内での謎解き、脱出ゲームなど、ミッション系のイベントをオンラインでセッティングし

まして、アクセスの増加による本市の認知度向上を図る取組でございます。また、リアル観光

につきましては、市内で指定した観光施設、文化施設、商業施設等、訪れた方が施設内に設置

しているマーカー、目印にアプリをかざしますと、スタンプが押せると同時に、訪れた会場限

定の仮想キャラクターが画面上に出現し、一緒に写真が撮れるような仕組みを構築する取組で

ございます。今回構築するデジタル観光では、謎解き、脱出ゲームなどのミッション系のイベ

ントを計画しており、また、リアル観光のモバイルスタンプラリーの実施の計画におきまして

も、コンプリート者には、ともに本市にゆかりのある商品をご準備し、たくさんの方に参加し

ていただくことで、本市のさらなる知名度アップによります観光客の増加を図りますとともに、

消費の拡大、交流人口の増加など、経済効果にも寄与できる事業であると考えております。 

○守光委員 

 大変面白い事業になっていくんではないかなと思います。私はあんまりゲームはしないんで

すけども、今の若い人とか、結構リアルゲームというか、そういうゲームをされておりますの

で、これが本当成功すれば、本市の魅力アップに大きく貢献できるのではないかと思われます。

取り組んでいかれる中でまた、様々課題等が出てくると思いますので、またしっかりまたその

課題をしっかりまた克服しながら、この事業が成功できるように、私も応援したいと思います

ので、頑張っていただきたいと思います。 

○委員長 

暫時休憩いたします。 

休憩 １４：１０ 

再開 １４：２０ 

委員会を再開いたします。 

次に、１９２ページ、土木総務費、定住化促進事業費について、城丸委員の質疑を許します。 

○城丸委員 

 住宅取得移住奨励事業費についてお聞きいたします。この事業が令和３年度が３６０２万

４千円、令和４年度が７０２２万８千円ということで、ほぼ倍増ということになっていますけ

ど、予算が昨年の２倍になっている理由はどういうことですか。 

○住宅課長 

 筑豊地域外からの移住者住宅取得奨励事業は、令和２年度より開始した事業ですが、初年度

につきましては、交付件数が１８件でございました。そこで令和３年度当初の予算時には、申

請件数を３０件と見込んでおりましたが、年度当初から非常に多くの申請をいただくこととな

り、９月の補正予算で増額を行い、現在この時点で申請件数は５８件と当初の見込み件数を大

幅に上回ることとなりました。現在も市内では、大分小学校跡地やパークタウン潤野など、新
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たな住宅地の分譲販売が進んでおり、令和４年度も本年度と同様、またそれ以上の申請が予想

されることから、申請件数を６５件と見込み、令和３年度当初予算と比較して約２倍となる予

算を計上させていただいております。 

○城丸委員 

 今年度の実績、決算見込みをもって、令和４年度の当初予算も同等の申請件数があると見込

んでいるということですが、何人ほど移住してくると期待できるのか。例として令和３年度の

実績でよいので紹介してください。 

○住宅課長 

 令和３年度の交付実績でございますが、実際に交付した世帯数は５８世帯、移住者は

１４０人となっております。 

○城丸委員 

 この奨励制度は、筑豊圏域外からの移住者ということが対象になっているとのことですが、

どこからの移住が多いとか、移住元に特徴があるのかというのは分かりますか。 

○住宅課長 

 令和３年度の実績で申し上げますと、全５８件の交付のうち県内各地からの移住が４０件、

県外からの移住は１８件となっております。県内各地からの移住４０件の主な内訳でございま

すが、福岡市内からが１１件、粕屋町、篠栗町など糟屋郡のほうからの移住が１１件となって

おり、県内だけを見れば福岡市方面からの移住だけで、５５％を占めております。また、令和

２年度では１件にとどまっていました北九州市内からの移住が、令和３年度においては５件に

まで増加し、これまで申請のなかった宗像市、筑紫野市からの移住も新たにお迎えすることが

できまして、県内における広報が実りつつあるというふうに所管のほうでは認識しております。 

○城丸委員 

 この定住化政策、人口減対策にとっては非常に明るい材料ではないかというふうに思ってお

ります。今もご答弁ありましたけど大分小学校跡地も、トンネルを過ぎたらすぐということで、

恐らくまたそこにもすぐに来られるんだろうと思います。引き続き頑張って、広報していただ

きたいというのを要望しまして終わります。 

○委員長 

 次に、１９４ページ、土木総務費、その他の土木総務費について、守光委員の質疑を許しま

す。 

○守光委員 

 １９４ページ、土木総務費、その他の土木総務費、ブロック塀等撤去補助金についてをお聞

きいたします。これは以前、大分遡りますけども高槻市でプールの壁が壊れて、少女がなくな

るという痛ましい事故、事件というか、それを受けて全国的に、そういった危険なブロック塀

等がある場合には各市町村において補助金を出して、撤去をやっていこうという部分で始まっ

たものだと思いますし、私も一般質問をさせていただいて、本市としても取り入れていただき

本当感謝しておりますが、今現在、かなり年数がたっておりますので、現状等はどうなってい

るのかお答えください。 

○建築課長 

 補助対象となるブロック塀との基準ですが、市内の道路に面し、道路面から高さが１メート

ル以上のブロック塀等であり、調査相談を受けた箇所に対して、建築課の職員がブロック塀等

の調査を行い、診断により安全上支障があると判定した危険ブロック塀に対して、撤去に要し

た工事費、消費税を含む分の３分の２に相当する金額、１千円未満切捨てで１６万円が補助限

度額でございます。令和３年度の補助金交付件数は、令和４年３月１０日現在で、相談件数

５２件で交付件数は１６件でございます。 

○守光委員 
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 それでは本制度のこれまで課題等があれば、お答えください。 

○建築課長 

 相談を受けて調査に伺い、診断により安全上支障があると判定した危険ブロック塀等の所有

者の方に対して、本制度のご案内を行っておりますが、諸事情により、危険ブロック塀等の所

有者の方が全員申請を行われているわけではありませんので、今後は、危険ブロック塀等の判

定を行った所有者の方で、撤去、未着手の方に再度本制度のご案内を行い、危険ブロック塀等

の撤去を促してまいります。 

○守光委員 

 本市としてこの制度の今後の取組等について、あればお尋ねいたします。 

○建築課長 

 当初の補助金は、撤去に要した工事費、消費税を含む分の２分の１に相当する金額、１千円

未満切捨てで１０万９千円が補助限度額でしたが、令和３年度からは撤去に要した工事費、消

費税を含む分の３分の２に相当する金額、１千円未満切捨てで補助限度額も１６万円に増額さ

れました。また、本補助制度の期限も令和３年３月３１日までから令和６年３月３１日まで延

長されておりますが、潜在的にまだ相当数の数があると思われますので、期限の延長を県のほ

うと協議し、一件でも多く危険ブロック塀等の解消ができるように努めてまいります。 

○守光委員 

 しっかりとやっていただきたいと思うんですけども、この事業で本当に当初は１０万９千円

が限度額でありましたけども、それを１６万円まで上げていただいたということで、感謝して

おりますけども、これがブロック塀の撤去の基準が、今現在では市内の道路に面し、道路面か

ら高さ１メートル以上のブロック塀、危険なそういう基準があるということで、それに該当し

ないものが多くあるのではないかなと私は考えております。市内の道路に面してなくても通路

はあるようなところとか、そこでブロック塀が本当に危険な状態にあるところは、結構多く、

自分も市内を回る中でお聞きしますし、ご要望も受けております。私が考える今後の課題とい

たしましては、そういったところにまで、広げることがどうなるかと議論はあると思うんです

けども、一番はやっぱりそういう危険なブロック塀を少しでも減らすことが、人命、いろんな

ものに関わってくると思いますので、今後今すぐではちょっと難しいかも分かりませんけども、

今後そういう部分も含めて、今の基準を少しでも拡大していただくことを、ここでは要望して

質問を終わります。 

○委員長 

 次に、１９６ページ、道路橋りょう維持費、その他の道路橋りょう維持費について、田中裕

二委員の質疑を許します。 

○田中裕委員 

 １９６ページ、地盤調査委託料についてお尋ねをいたします。この委託料についての事業内

容をお尋ねいたします。またあわせまして、この委託料の中に、路面下空洞化調査が含まれて

いるのか。恐らく金額的にも、１０６万１千円という金額でございますので、恐らく含まれて

ないんじゃないかと思いますが、この点、併せてお尋ねをいたします。 

○土木管理課長 

 本委託料の事業内容につきましては、現在、年次的に舗装修繕を実施しております太郎丸・

相田線において、次年度、舗装を修繕するに当たり、舗装計画に必要となる路盤状況を調査す

るための調査委託料を計上しております。なお、お尋ねの路面下空洞調査費用は、本委託料に

は含まれておりません。 

○田中裕委員 

 路面下空洞委託料は含まれていないということでございますが、以前、私も一般質問等でさ

せていただきましたし、また調査はされたところもあるんじゃないかと思いますが、いつ頃、
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どの路線を調査実施をされたのか、またその結果はどのようだったのか、お尋ねをいたします。 

○土木管理課長 

 路面下空洞調査につきましては、平成２９年度に実施し、本年度においても、現在実施中で

ございます。平成２９年度の調査箇所で申しますと、以前、陥没があり、交通量が多い目尾・

久保白線及び大日寺・吉原町線の２路線について実施しております。陥没に至る危険性がある

と判断された場所は、２か所確認されました。いずれも小規模であったことから早急に工事を

実施しております。また、本年度につきましても、交通量が多い片島・平恒線や、大日寺・吉

原町線、また、災害時等における道路ネットワークの基幹となる市役所前の道路など３路線の

調査を現在実施中でございます。 

○田中裕委員 

 以前、調査されたところではいずれも小規模な箇所が２か所という答弁でございます。本年

度も、今３か所ですか、片島・平恒線、これは徳前大橋付近ですね。それとか大日寺・吉原町

線、そして市役所前の道路を今実施しているということでございますが、今年度もあと２週間

で終わり、来年度になりますが、今実施しているこの３か所の結果はまだ出ていないのですか。 

○土木管理課長 

 結果はまだ出てきておりません。 

○田中裕委員 

 この路面下の空洞化でございますが、先ほど言いましたように、実施されたところは小規模

だったと、これはもう幸いだと思いますが、東日本大震災のときにも、仙台市の病院の前がも

うかなり広く陥没したという報道もあっておりましたし、全国至るところで、車がもう落ち込

んでしまうような陥没等が見られております。そういうことを考えますと、今後は計画的にこ

の調査を実施していく必要があるかと、このように思いますが、どのようなお考えなのか、お

尋ねをいたします。 

○土木管理課長 

 本来であれば事故を未然に防ぐためにも、市内全域における重要路線について、計画的に路

面下空洞調査が必要であることは認識しております。しかしながら、道路延長が長く、調査費

用も多額となることから、今後におきましても国等の補助を活用するなど、実施に向けて取り

組んでまいりたいと考えております。 

○田中裕委員 

 調査費用も高くなる、それはもう当然高くなると思いますが、これはもし陥没が起こってい

ろんな被害を起こったり、そうすることを考えますと、これは費用がかかってもぜひともやる

べきだと思っております。今の課長の答弁の中で、今後におきましても実施に向けて取り組ん

でいきたいというご答弁がございましたので、ぜひともこの空洞化調査をやっていただきます

よう要望いたしまして、質問を終わります。 

○委員長 

 次に、１９７ページ、道路橋りょう維持費、各所街路灯改良工事について、土居委員の質疑

を許します。 

○土居委員 

 各所街路灯改良工事についてですが、まず、この工事の内容についてご説明ください。 

○土木管理課長 

 この工事に関しましては、令和２年９月に福岡県より通知のありました「一般照明の高圧ラ

ンプの製造等の措置規制について」に基づき、実施する工事となります。この通知によります

と、令和２年１２月３１日以降、一般照明用の高圧水銀ランプの製造、輸出及び輸入が禁止に

なるとのことであり、このことから、今後交換のための水銀ランプの入手が困難となることが

予想されます。このため現在市道に設置してあります街路灯２８５基のうち、水銀ランプに使



３８ 

用している街路灯１８８基について、計画的にＬＥＤへと切り替えていく工事となります。 

○土居委員 

 次に、工事箇所数についてお尋ねします。現在、既設の街路灯２８５基のうち１８８基が水

銀ランプを使用している街路灯であることは分かりましたが、この１８８基全てを令和４年度

中にＬＥＤ化するのかお尋ねします。 

○土木管理課長 

 工事箇所につきましては、令和４年度に９４基、令和５年度に９４基のＬＥＤ化工事を実施

していく計画としております。なお、各支所におきましても、街路灯につきましてはＬＥＤ化

の状況調査を実施してきておりませんことから、令和４年度中に調査を実施し、令和５年度か

ら計画的にＬＥＤ化工事を実施していきたいと考えております。 

○土居委員 

 続いて、工事スケジュールについてですが、来年度実施する９４基の街路灯をＬＥＤ化して

いく順番等はどのようになっているのかお尋ねします。 

○土木管理課長 

 既設街路灯の水銀ランプが、切れた箇所につきましては、本年度において既にＬＥＤへと切

り替えているところですが、現在、ランプの交換ができず、切れたままになっている箇所もあ

りますことから、このような箇所及び日頃から交通量が多い箇所の周辺等を優先して、順次工

事を実施していきたいと考えております。 

○土居委員 

 最後に、維持管理費等についてお聞きします。街路灯の改良工事については理解しましたが、

これら街路灯の維持管理費等についてはどのようになっていますでしょうか。 

○土木管理課長 

 既設街路灯の維持管理費につきましては、先ほどもご説明しましたとおり、水銀ランプが切

れて街路灯が消えてしまっている箇所につきましては、ＬＥＤへと交換していっています。支

柱が傷んでいるものにつきましては、街路灯一式を交換するなど、修繕料で対応しております。 

○委員長 

 次に、２０３ページ、２０４ページ、都市計画総務費、菰田・堀池地区活性化事業費につい

て、永末委員の質疑を許します。 

○永末委員 

 都市計画総務費、菰田・堀池地区活性化事業費につきまして、質問させていただきます。ま

ず、飯塚駅周辺整備なんですけど、ゆめタウンの進出の計画でありますとか、様々な計画の中

で大きく周辺が変わろうとしているかと思います。当然、地域の方々、大変な期待の高まりも

ある状況かと思うんですけど、何分計画が大きいので、少しその部分を把握したくて、ちょっ

と今回質問させていただきました。まず全体計画につきまして答弁いただけますでしょうか。 

○飯塚駅周辺整備推進課長 

 本年度策定予定の飯塚駅周辺地区整備基本計画におきまして、飯塚駅周辺地区の現況と課題

や上位関連計画を整理し、整備コンセプトを交通ネットワークを生かしたにぎわいのある拠点

づくりとしております。この整備コンセプトの下、中心拠点にふさわしい交通結節点の利便性

の向上、全ての人が円滑に移動できる安全安心なまちづくり、未利用市有地の有効活用と快適

な都市機能整備によるにぎわいの創出という３つの整備構想を設定し、整備構想に基づき、道

路、公園、自由通路、駅舎を含む駅前広場整備事業を計画しております。 

○永末委員 

 今、コンセプトを３つほど答弁されたかと思うのですけれど、交通結節点の利便性向上、そ

れと移動が円滑にできる安心安全なまちづくり、それと未利用市有地の有効活用、快適な都市

機能整備によるにぎわい創出というふうな３つのコンセプトをおっしゃられたかと思うんです
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けれど、その今のコンセプトに沿った、今後、整理が様々な部分で進んでいくことになるかと

思うのですけれど、そのスケジュールについて、お示しいただけますか。 

○飯塚駅周辺整備推進課長 

 飯塚駅周辺整備事業は来年度から社会資本整備総合交付金都市構造再編集中支援事業を活用

して事業を進めることとしており、事業スケジュールは、令和４年度から交付金を活用できる

期間となる令和８年度までを予定しております。令和４年度は旧卸売市場周辺道路・都市計画

道路西町天道線・西菰田公園の工事と駅前広場・自由通路・駅舎の設計に着手し、令和５年度

は菰田西公園の南東に位置する桜ケ丘踏切の設計に着手し、令和６年度は菰田西公園の整備に

着手し、自由通路・駅舎を含む駅前広場整備事業を令和８年度までに完了したいと考えており

ます。 

○永末委員 

 まず、その周辺の大きく人の流れが変わるだろうと思われる周辺の道路整備から始められて、

計画全体としては５年間、令和４年から５年間計画されていて、まず道路整備から始められて、

各種設計、公園の整備、それから、駅舎とか自由通路の整備に入っていくというふうな流れか

と思いますが、先ほどおっしゃられたコンセプトの一つに、未利用市有地の有効活用というふ

うなことをおっしゃられたかと思うんですけれど、あそこで未利用市有地といいますと、私が

思い浮かべるのが炭都ビルの跡地になるんですけれど、そこに関しまして、今回の事業計画の

中で、どのような形で活用されていくように予定されておるのか、答弁お願いします。 

○飯塚駅周辺整備推進課長 

 飯塚駅前広場は、交通結節点としての利便性及び安全性の向上等を図るため、来年度から設

計に着手し、必要となる範囲を定めたいと考えております。炭都ビル跡地は飯塚駅前に位置し

ており、交通ネットワークを生かしたにぎわいのある拠点づくりに資する土地であります。飯

塚駅周辺地区整備基本計画の基本構想で、未利用市有地の有効活用と快適な都市機能の整備に

よるにぎわいの創出としており、炭都ビル跡地につきましては、民間活力の積極的な活用を視

野に入れながら、計画していきたいというふうに考えております。 

○永末委員 

 最後、要望で終わります。福北ゆたか線に乗りますと、博多駅のほうから新飯塚駅まで帰っ

てくる途中に、当然飯塚駅を通って新飯塚駅のほうまで行くんですけれど、どうしても飯塚駅

と新飯塚駅を比べたときに、今、発展が新飯塚駅のほうにちょっと偏っているようにも見受け

られます。なのでぜひ、今回のこの整備を起点にして、飯塚駅周辺がしっかりと伸びていくよ

うに、しっかりと整備をしていただきたいと思いますし、当然、ご認識された上でお仕事取り

かかられていると思うんですけど、しっかりとあそこの駅からゆめタウンのほうまでの動線と

いいますか、その流れをしっかりと把握していただいて、ああいった形で大きく変わりますと、

いいこともありますでしょうけれど、今までの暮らしの部分にも影響が生じる部分もあるかと

思いますので、しっかりと地元のご意見等もしっかりと聞かれながら、進めていっていただき

たいと要望しまして、質問を終わります。 

○委員長 

 次に、２０４ページ、都市計画総務費、飯塚駅整備事業負担金について、田中裕二委員の質

疑を許します。 

○田中裕委員 

 今、永末委員からも、ちょっと触れられましたけれども、２０４ページ、飯塚駅整備事業負

担金についてお尋ねをいたします。この負担金の内容はどのようなものなのか、お尋ねをいた

します。 

○飯塚駅周辺整備推進課長 

 今年度末策定予定の飯塚駅周辺地区整備基本計画に沿い、令和４年度より飯塚駅の東西自由
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通路及び駅舎の整備に着手したいと考えております。まずは、その設計について九州旅客鉄道

株式会社と協定を結び、実施主体となる九州旅客鉄道株式会社に市が負担金を支払おうとする

ものでございます。 

○田中裕委員 

 今の答弁、最後のところで実施主体となる九州旅客鉄道株式会社に市は負担金を支払うとい

うことでございますが、なぜ実施主体が九州旅客鉄道株式会社になって、市がその負担金を支

払う手法になっているのか、お尋ねをいたします。 

○飯塚駅周辺整備推進課長 

 自由通路と駅舎は配置や動線が密接に関係しており、整備は一体的に考える必要があります。

一方、自由通路と駅舎整備は鉄道用地内や鉄道用地に隣接した整備となり、国土交通省建設工

事公衆災害防止対策要綱の鉄道分野の中で、このような鉄道近接工事となるものは鉄道事業者

に委託する工事の範囲及び鉄道保全に関し必要な事項を鉄道経営者と協議しなければならない

と定められており、鉄道の災害防止、安全確保や、専門性からなる多くの部分で、九州旅客鉄

道株式会社が必ず実施主体とならなければならないと、同社との協議で確認しております。加

えまして、自由通路と駅舎の整備には、国土交通省所管の社会資本整備総合交付金のメニュー

であります都市構造再編集中支援事業の交付金を活用することを予定しておりますが、事業認

定を受けてからの事業期間に円滑に整備を完了させなければなりません。以上の観点から、事

業主体が九州旅客鉄道株式会社で、市が負担金を支払うものというものでございます。 

○田中裕委員 

 国の交付金を活用するということでございますが、あくまでも事業主体が九州旅客鉄道株式

会社になっていると。もし、この九州旅客鉄道株式会社が工事は実施をしないと言った場合、

事業主体はあくまでも九州旅客鉄道ですから、その場合はどうなるんですか。この事業はでき

ないということですか。 

○委員長 

暫時休憩します。 

休憩 １４：５０ 

再開 １４：５１ 

委員会を再開いたします。 

○飯塚駅周辺整備推進課長 

 現在、協議中でございますが、事業主体の九州旅客鉄道が整備をやらないというふうなこと

になったら事業自体は不可能であります。 

○田中裕委員 

 では、その負担割合の協議はどのようなっているのかお尋ねいたします。 

○飯塚駅周辺整備推進課長 

 負担割合につきましては、現在協議中でありますが、事業は市の方針として整備を進めるも

のであり、また、九州旅客鉄道株式会社の経営状況から、現在協議は厳しい状況というふうな

ことになっております。 

○田中裕委員 

 さっきの永末委員の質問でもございましたけれど、かなりの整備が進められていくようにな

るかと思います。しかしながらこの駅舎そのものが、手をつけられなければ意味がないのでは

ないかなと、このように思っております。当然、飯塚駅、改札に上がるまでに階段があります

し、跨線橋を渡って、もちろんエレベーターも何もありません。そして、今、正面は菰田西か

らしか乗れませんよね。菰田東にもたくさんの方が住んでらっしゃいます。その菰田東の方が

飯塚駅を利用するには、本当に古い、狭い、跨線橋を渡って、西のほうまで来てから乗り降り

されるということを考えたら、この飯塚駅周辺を整備するに当たっては、飯塚駅舎の改修とい
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うのはどうしてもやっぱり必要だと思っております。そういった意味で本当に事業主体であり

ます九州旅客鉄道株式会社としっかりと協議をしていただいて、この駅舎も改修できるような

取組をお願いしたいと思います。 

○委員長 

 次に、２１２ページ、住宅管理費、各所草刈等委託料について、田中裕二委員の質疑を許し

ます。 

○田中裕委員 

 ２１２ページ、各所草刈等委託料についてお尋ねをいたします。昨年６月議会で質問をさせ

ていただきました。その際の市営住宅における高齢化率は４５％を超えていると、このような

答弁がございました。その際に私は高齢化が進む市営住宅においては、団地内の公園の草刈り

についても、住民にとって大きな負担となりつつあることを指摘をいたしまして、住民の負担

を少しでも緩和していただけるような策を講じていただけないかと、このように要望をしてお

りました。そこでお伺いいたしますが、市のほうで高齢化の進む団地、住民の負担金、要する

に市営住宅内にある公園の草刈りですね。それの負担軽減について、何か検討されたことがあ

るのか、どのような検討をされたのかお尋ねをいたします。 

○住宅課長 

 確かに団地内の公園の草刈り等については、団地の住民の方だけでは負担が重過ぎるという

ふうなご相談をお受けする場合がございます。その際には、担当者が現地に赴き、住民の方々

からご協力いただける範囲を確認させていただき、住民の方々では負いかねる範囲については、

私ども職員等にて対応しております。 

○田中裕委員 

 現在、市営住宅の住民の方の声に耳を傾けて、住民に決まり事を押しつけることなく、住民

の実情に応じた配慮がなされているというようなご答弁かと思いますが、そのような認識でよ

ろしいですか。 

○住宅課長 

 本来、市営住宅にお住まいの方々で管理いただくということを原則としておりますので、私

どもはお話の中では、私どものほうからここまではお願いできませんかというようなお願いを

する場合もございます。ただし、高齢化の進む市営住宅の地域の実情を踏まえた上で、ご相談

させていただくもので、決まり事だからというようなお話はさせていただいておりません。 

○田中裕委員 

 確かに団地内の公園の草刈り、そこに居住してらっしゃる方が草刈りをするというのが当初

の当初からの決まり事だったと思います。しかしながら、先ほども言いましたように市営住宅

の高齢化率４５％を超えておりますし、もっと進んでいるところもたくさんあります。さらに

やっぱり市営住宅が老朽化をして、もう公募停止になったり、公募しても全然そこに住まれて

いない、募集がない住宅もあるかと思います。今までは若い方とか、元気な方が草刈りをされ

ていたと思うんですが、もう高齢化が進んで自分たちができないから、外注に出しているとい

うところもたくさんあります。その方たちが、やっぱりその団地に住む方が少なくなれば、

１人当たりの負担が非常に大きくなってくるので、もうこれも大変だという声を多く聞きます。

そういった意味では、施設管理者としての地域の住環境の保全のために、市が負うべき役割が

何かということを、いま一度見直していただいて、そういったところも検討していただきます

ように要望いたします。 

○委員長 

 次に、２１３ページ、住宅管理費、その他の住宅管理費について、守光委員の質疑を許しま

す。 

○守光委員 
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 ２１３ページ、住宅管理費、その他の住宅管理費、市営住宅管理計画推進事業費についてお

聞きいたします。ここの予算で市営住宅解体工事として２５４０万円が計上されております。

この工事規模を具体的に説明をよろしくお願いいたします。 

○住宅課長 

 令和４年度の当初予算で計上させていただいています解体工事費についてでございますが、

この工事は３団地にまたがるものでございます。各住宅団地名称及び解体規模をそれぞれご説

明いたします。小正高畑住宅では、平屋の連棟住宅１棟６戸を解体いたします。平恒新町住宅

では、２階建ての連棟住宅１棟４戸、石丸住宅では戸建て住宅３戸を解体することとしており

ます。 

○守光委員 

 では解体等の対象となっている住宅を含む各団地は現在どのような状況なのかお答えくださ

い。 

○住宅課長 

 それぞれの団地は昭和３９年から昭和５３年までの頃に建設されたもので、古いもので築

５７年を経過しております。既に老朽化が著しいため、現在入居者の方を募る新たな公募等は

行っていない状況でございます。 

○守光委員 

 古いものでは築５７年ということで、現在そのような老朽化により、公募を行わず入居者が

減少していく過程で、随時解体を待つ団地は、市内にどれぐらいあるのか、お答えください。 

○住宅課長 

 現在、私ども住宅課のほうで所管する住宅団地は、総数で６８団地ございます。先ほど申し

上げましたように、入居者の公募を行っていない、新たな入居者を募っていない団地のほうは

１８団地でございます。 

○守光委員 

 では解体後の住宅敷地の取扱いについてをお伺いいたします。更地となった敷地は何か本市

として活用策が検討されているのかお答えください。 

○住宅課長 

 今回令和４年度の当初予算に計上させていただいております解体工事、この工事後の跡地の

活用計画については、小正高畑住宅並びに平恒新町住宅においては、現時点では具体的な活用

策は定めておりません。棟全体が空き家となり、空き家のまま放置することは、防犯防災上好

ましくないという判断の下で、解体撤去を行うものでございます。なお、石丸住宅では、戸建

て住宅でありましたことから、敷地の区画割りも明確であり、住宅敷地としての条件を現状で

備えておりますから、こちらについては売却の検討を進めてまいろうというふうに考えており

ます。 

○守光委員 

 以前にも一度お尋ねをしたことがありますが、空き家になった公営住宅を建物込みで民間業

者や個人に売却することについて、検討できないのか、お答えください。 

○住宅課長 

 建物を解体せずにそのまま建物込みで売却することも可能だとは考えます。しかしながら、

既に耐用年数を大きく超過し、老朽化が著しい建物であることからすれば、売却には慎重にな

らざるを得ないというふうに考えております。現在のところ住宅として維持していくには負担

が大きく、かといって放置したままの状態では、周辺環境に今後悪影響を及ぼすことも心配さ

れるという建築物であることからすれば、基本的には随時解体撤去を行うことが望ましいとい

うふうに考えております。なお、解体撤去後の跡地については、現地における将来的な公営住

宅の再整備計画等の有無や、敷地条件等を勘案した上で、可能な限り売却を行い、地域への新
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たな住民誘致を図っているところでございます。 

○守光委員 

 最後に要望なんですけども、最近中古住宅を購入し、以前も話しましたけども自分の好みに

アレンジするリノベーションという言葉を度々耳にいたします。古い公営住宅を建物込みで購

入していただき、自分のライフスタイルに合わせたリノベーションを行い、暮らしていただく

ことも新たな移住者を呼び込む案の、一案だと私は考えております。またこれは他県の話であ

りますけども、公営住宅の高齢化や空き家率の上昇などを鑑み、県営住宅等の空き家を高齢者

の生活支援や子育て支援等を行うＮＰＯ法人に提供して、地域コミュニティーの活性化を図っ

ているところもあると聞き及んでおります。またある地域では、先ほども言いましたけど一つ

の棟を全部買い取って、そこを個々人に売却をしていって、自由にそこをリノベーションして

いただくような取組も行っているところもあるとお聞きしております。建て替え、廃止だけで

はなくて、団地の規模が縮小化に向かう過程も含め、市には多様な策を今後しっかりとまた検

討していただくことを要望してこの質問を終わります。 

○委員長 

 次に、２１６ページ、非常備消防費、消防団運営事業費について、江口委員の質疑を許しま

す。 

○江口委員 

 消防団についてお聞きいたします。令和３年４月１３日付で消防庁長官より通知が出ている

かと思います。その通知の内容についてご案内ください。 

○防災安全課長 

 令和３年４月１３日付の消防庁長官通知の主な内容としましては、消防団員の処遇の改善を

図るため、報酬について、「団員」の階級の者について年額３万６５００円を標準とし、「団

員」より上位の階級にあるものについては、標準額と均衡のとれた額とすること、災害に関す

る出動について、１日８千円を標準とし、出動報酬を定めること、また、報酬は消防団員個人

に対して、市から直接支給することでございます。 

○江口委員 

 それをいつまでにどうするというのもあったかと思いますが、それについてはどうですか。 

○防災安全課長 

 通知によりますと、令和４年４月１日から改正を行うこととなっておりますけども、今現在

消防団員と協議中でございまして、令和４年４月にはちょっと間に合わない状態となっており

ます。 

○江口委員 

 それについて、どのような状況なのかをご案内ください。 

○防災安全課長 

 国が示しました報酬額を上げること、出動報酬、直接個人へ支給することについて、今、団

とその３つの協議を行っていますが、言いましたとおり上位の階級との額の均等がとれないこ

とから、そこの額を今調整しているところでございます。 

○江口委員 

 いつまでにやりますか。 

○防災安全課長 

 この日にちまでということはないですけども、早急に協議を終わらせて、条例改正等を行い

たいと思っております。 

○江口委員 

 本当に消防団の方々は命かけて仕事されるわけですよね。それに見合った分をきちんとやっ

ていただくことを求めます。 
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○委員長 

 次に、２１９ページ、災害対策費、防災事業費について、田中裕二委員の質疑を許します。 

○田中裕委員 

 ２１９ページ、防災事業費、災害時避難所運営事業費についてお尋ねをいたします。今回避

難所運営事業費として、主に消耗品費２５０６万５千円、器具費３４７３万３千円を計上され

ておりますが、これは災害時、被災者の避難生活の環境を良好に保つための経費と、このよう

に思いますが、どのようなものを購入されるのか、お尋ねをいたします。 

○防災安全課長 

 今までも食料や水などの備蓄は行ってきましたけども、避難所生活に係る備蓄が準備不足だ

ったこともあり、乳幼児や高齢者などの要配慮者や女性に配慮した用品、断水時に備えた簡易

トイレ、簡易ベッド、発電機などを予算計上しております。 

○田中裕委員 

 被災者の避難生活が改善されるために備蓄されるというのは分かりましたけれども、それで

は同僚議員が代表質問で質問いたしましたペット同行避難所についてお尋ねをいたします。福

岡県が平成２９年３月に策定しております福岡県災害時ペット救護マニュアルというのがござ

います。その中に、市町村の役割として、こうございます。飼い主がペットと同行避難後、避

難所における共同生活を余儀なくされた場合、避難所におけるペットの受入れや、ペットス

ペースにおける飼育管理方法等について体制を整備するというのが、市町村の役割だというふ

うに記載をされております。現在本市では、体制整備はどのようになっているのか、お尋ねを

いたします。 

○防災安全課長 

 避難所でのペット受入れにつきましては、避難所施設内でのペットアレルギーの方や鳴き声

への対応が困難なことから、避難所となる施設管理者との調整ができておりません。福岡県が

示している体制整備はできてない状況でございます。現在は避難所でのペット受入れは原則お

断りしており、市報などにおいて、事前に一時預け先を確保していただくなどの周知を行って

いるところであります。しかしながら、ペットを家族同然として避難させたい人がいることも

認識しておりますので、今後も引き続き、避難所施設管理者と協議を行い、ペットの受入れ可

能な体制整備に努めてまいりたいと思っております。 

○田中裕委員 

 私の知り合いが昨年の大雨のときに、避難されたんですかと聞いたら、ペットがいるので避

難はしておりませんということを言ってらっしゃった方がいらっしゃいました。本市では、今

課長が答弁されましたように受入れ態勢ができていないということでございます。ペットを飼

っている方で、迷惑をかけたくないから避難しないといった話もよく聞きます。ペットの飼育

は飼い主が責任を持って対応することが大前提であると思いますが、事前に預け先を確保でき

ない方なども少なからずいらっしゃるというのも現状だと思います。避難しなければいけない

方が避難ができないということに、先ほどの私の知人のような、そういうことにもつながるか

と思いますので、マニュアルにも示されているようにしっかりと体制を整備していただきたい

と思います。このマニュアルの中に避難所の敷地内での例というのもございます。例えば学校

を避難所にする場合、学校のグラウンドの一角や一室の確保、校舎間の渡り廊下など、これを

スペースとして確保するということもできますよと、また避難所のわきにスペースを設置し 

たり、駐輪場などをこのスペースに充てるというようなことも考えられますよと、このような

例も示されておりますので、先ほど言いましたように、このマニュアルにおける市町村の役割

として体制をきちっと整備をするようにということでございますので、関係機関としっかり協

議をしていただきまして、あと３か月もすれば、いろんな災害等が発生する季節になってまい

りますので、体制を整備していただきますように要望いたします。 
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○委員長 

 次に質疑事項一覧表以外の質疑を許します。質疑はありませんか。 

○川上委員 

 ２１４ページ住宅費、住宅建設費に関わって、追加資料７５ページに資料をいただいていま

すので、説明を求めます。 

○住宅課長 

 追加資料、相田団地建替事業の経過及び見直し案とスケジュールについての補足説明をさせ

ていただきます。資料ページ７２ページから７５ページとなっております。資料７２ページと

７３ページにつきましては、令和３年度中の経過をお示ししております。７４ページは、別図

７５ページで御覧いただきます１棟目の建築物の配置、この案の補足と今後のスケジュールを

お示ししております。それでは、７２ページにお戻りいただきます。７２ページ、７３ページ

の経過につきましては、主なものを抜粋にて申し上げます。年度当初の４月、相田公園の存続

を希望される公園の近隣の方々との協議の中で、この自治会、地元自治会の住民の方にも、地

元の中に、地域の中にこういった意見があるというふうなことをお伝えしてほしいというふう

なご要望をいただきました。このことから５月２０日から２３日までの４日間に分け、地元自

治会の各組長にお集まりいただき、私どものほうから、そういったご意見のほうをお伝えして

おります。それを踏まえた上で、このご意見をお伝えするとともにそれを踏まえた上で、建設

案の再考を私ども市のほうからお願いいたしました。その後、自治会のほうからは、相田公園

にこれまでの案となります、相田公園に１棟目を建設する案を押すというふうな形で、お返事

をいただきましたので、地域の中には相田公園を存続させるという案が一つ。もう一つ、これ

までの案と一緒で相田公園に１棟目を建設するというふうな、この２つの案が地域の中に残る

こととなりました。そこで市のほうでは、公共事業の観点に立った事業の優位性を確認させて

いただき、相田公園に１棟目を建設する案を採用させていただいております。その後６月

２２日に、公園の近隣にお住まいの方々と、市長のほうで面談のほうを行っております。この

面談の席で、公共事業のそうした優位性を図るための工期であったりとか、経費、こういった

ものについて、いま一度見直してみようというふうなお話でまとまりましたので、私ども所管

課のほうで、改めて再検証を行ってまいりました。再検証の結果でございますが、やはり、公

共事業としての優位性は、相田公園のほうに１棟目を建設すると、こちらの案を認めざるを得

ないということで、７月２６日、相田公園に１棟目を建設させていただくという案を最終方針

として決定しております。その後９月になりますが、この事業実施期間中、暫定的に設けます

相田公園の整備工事を発注し、今年度内で完工する予定となっております。また、９月２７日

になりますが、公園の近隣にお住まいの方々から改めて、市長との面談を再度お願いしたいと

いうふうな形で、ご要望いただいたんですが、市のほうからは、方針の見直しはこれ以上はち

ょっと行いませんと。ただし、周辺地域の住環境については、十分に配慮させていただきます

という旨をお伝えしており、今回この９月２７日のご要望に対しての、市長との面会というの

はかなっておりません。その後１１月１６日に、公園の近隣の方々にお集まりいただきまして、

もともとの１棟目の基本的な案、こちらのほうに、市のほうであらかじめそうした配慮等を加

えて見直しを加えた案を一度御覧いただきました。その際には、今後とも皆さんの、例えば疑

問であったりとか、不安に対するそういった疑問を解くために、説明のほうは行ってまいりま

すということも合わせてお伝えをしております。この７５ページのほうで、もともとの１棟目

の建設配置の前と後、比較いただけるようにしております。見直し前の配置、左側になるんで

すが、見直し前の配置に比べて、見直し後の配置では、公園の近隣の戸建ての住宅からより距

離をとり、互いのプライバシーを保護できるよう、建物の向きについての変更を加えておりま

す。また敷地内の駐車場の中の自動車の移動に伴い、照明が周辺家屋を照らすことなどないよ

うに、目隠しフェンスの設置、また、景観の改善に役立てるための植樹等、そういったものを
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このときご提案をさせていただいております。７４ページには今後のスケジュールをお示しし

ておりますが、今回の計画では全４棟となっており、全４棟の建設が完了するのは令和１６年

度となっております。以上、簡単ではございますが追加資料の補足とさせていただきます。 

○川上委員 

 この７５ページ右の決定案を本予算特別委員会へ提出するに当たり、近隣住民とはいつ協議

したのかお尋ねします。 

○住宅課長 

 １１月１６日でございます。 

○川上委員 

 それから変更しているではないですか。 

○住宅課長 

 こちらは御覧いただいた資料でございます。 

○川上委員 

 その後は協議してないということを確認しますね。それから、この際、市営住宅においても

気候変動の中でエアコンは既に、常備品と言うべきですが、設置に当たり、コンセントの設置

替えが必要な場合があり、大家である本市が必要な経費を出すべきではないかと思うが、予算

計上しているかお尋ねします。 

○住宅課長 

 エアコンを設置するための新たなコンセントの設置等の費用については今回計上しておりま

せん。 

○川上委員 

 先ほど言ったような理由で、この際、必要経費の予算措置を強く求めておきたいと思います。

質問を終わります。 

○委員長 

ほかに質疑はありませんか。 

（ な  し ） 

質疑がないようですから、第７款商工費から第９款消防費までについて、質疑を終結いたし

ます。暫時休憩いたします。 

休憩 １５：２０ 

再開 １５：３０ 

委員会を再開いたします。 

次に、第１０款教育費から第１３款予備費までの質疑を許します。初めに質疑通告されてお

ります２２４ページ及び２３６ページ、事務局費及び教育振興費、体験型キャリア教育事業費

については、江口委員より取下げの申出があっておりますのでよろしくお願いいたします。 

次の事務局費、その他の事務局費も金子委員のほうから取下げの申出が出ております。 

次に、２２７ページ、人権教育費、人権啓発推進事業費について、川上委員の質疑を許しま

す。 

○川上委員 

 追加資料７６ページに資料をいただいていますので、説明を求めます。 

○人権・同和政策課長 

 提出しております７６ページの補足説明を行います。人権啓発事業委託の内容及び委託料の

内訳の推移ということで、過去１０年間を付けております。左上の１番、事業委託の内容です

が、事業といたしまして、研修・相談・広報・展示・その他啓発事業等となっております。概

要につきましては右側に記載しているとおりとなっております。その右側の大きな２番の委託

料の内訳、費目としましては賃金・共済費・諸経費・事業費・消費税となっております。内訳
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につきましては、それぞれ書いておりますとおりになっております。それから下段の大きな

３番、委託料の推移でございますが、費目の右側に平成２４年度、いわゆる過去１０年間分の

予算ベースということで、平成２４年度から令和４年度までの１０年間、それからその下には

各年度ごとの数字をそれぞれ記載しております。 

○川上委員 

 追加資料ではなくて、概要説明の中に、指導員１３人ということが書いてあるんですね。指

導員、誰が誰を指導するんですか。 

○人権・同和政策課長 

 指導員という言葉というか指導の対象っていうか、いわゆる啓発事業を行うときに、いわゆ

るこの方たちがいわゆる講師となりまして、住民の方もしくは参加者の方に向けて、いわゆる

人権についての講演を行ったり、質問を受けたりすることとなっております。 

○川上委員 

 そこに行けば指導を受けるわけですね。１３人というのは、どうして１３人になっているん

ですか。 

○人権・同和政策課長 

 補足資料の括弧書きの１３人、今質問委員が言われた部分なんですが、この１３人のまず内

訳としていたしましては、１２人の推進員と事務員さんがお１人ということで１３名、その

１２人の内訳につきましては、１２交流センター、いわゆる地域を１２交流センターで示した

ときに、お１人ずつ指導員を派遣していただくような形で考えております。 

○委員長 

 なぜ１３人かということを聞いているわけです。１３人の根拠。 

○人権・同和政策課長 

 すみません、繰り返しになりますが、いわゆる推進員の地区担当、今申したように１２地区

を、それぞれで配置していただくのに１２名と事務員さん、いわゆる経理の方、事務局の事務

員さんお１人ということで、足して１３名というふうに考えております。 

○川上委員 

 委託契約なんですけど、競争入札か何かやっているんですか。 

○人権・同和政策課長 

 現行、いわゆる令和３年度までにつきましては、競争入札等はやらず、随意契約となってお

ります。 

○川上委員 

 随契理由をお尋ねします。 

○人権・同和政策課長 

 令和３年度までの随契理由としましては、特定非営利活動法人人権ネットいいづかに委託を

しております。人権ネット飯塚につきましては、部落解放、人権確立を目指して長年人権問題

啓発に携わってきた方によって構成される非営利の団体であり、人権問題を熟知しているとと

もに、啓発のための専門的な知識、技能を有しており、事業に専念ができる体制が整っている

団体であると考えております。市が行うべき人権啓発を継続的かつ多岐にわたって専門的に実

施できる団体が、当該団体以外にはないため地方自治法施行例１６７条の２第１項第２号によ

り随意契約としております。 

○川上委員 

 設立はいつで、理事長は誰ですか。 

○人権・同和政策課長 

 設立は合併前にはなりますが、いわゆるＮＰＯ法人の登録につきましては、県の資料を見ま

すと平成１６年に設立になっております。理事長は松本建一氏になっております。 
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○川上委員 

 事務所はどこですか。 

○人権・同和政策課長 

 住所で言いますと、新飯塚２４番３号、建物の名前で言いますと、飯塚集会所になります。 

○川上委員 

 随契はいつからやっていますか。 

○人権・同和政策課長 

 これは合併後になりますが、合併が平成１８年、当時から令和３年度までは随意契約になっ

ています。 

○川上委員 

 委託料の総額は幾らになりますか。 

○人権・同和政策課長 

 先ほど補足資料の下段にあります委託料の推移をまず合計いたしますと、予算ベースにはな

りますが５億２２７６万１千円、これに合併後になりますが、平成１８年から平成２３年の

６年間分、合計しまして１億５５１６万８千円、この２つを足しますと総額で６億７７９２万

９千円となっております。 

○川上委員 

 そのうち人件費は幾らですか。 

○人権・同和政策課長 

 人件費で申し上げますが、今、答弁いたしました約６億７千万円に対しての金額というのは

ちょっと計算をしておりませんが、令和２年度いわゆる決算ベースで申し上げますと、令和

２年度の比率といたしましては、賃金７４．１％、共済費につきましては１１．７％になりま

す。 

○川上委員 

 それを先ほど６億７千万円にかければ、答えが出てくるということなんですね。質問を終わ

ります。 

○委員長 

 次に、２３２ページ、２４０ページ、小学校費、中学校費、学校管理費、その他の学校管理

費について、守光委員の質疑を許します。 

○守光委員 

 ２３２ページ、２４０ページ、小学校費、中学校費、学校管理費、その他の学校管理費、ス

クールバス運営管理費についてをお伺いいたします。各地区の運営状況及びその対象者につい

て、お尋ねいたします。 

○教育総務課長 

 小中学校スクールバスにつきましては、現在６地区７路線で運行しております。まず、筑穂

地区につきましては、内住線と桑曲線の２路線を運行しております。筑穂地区のスクールバス

につきましては、対象自治会の筑穂中学校の生徒及び大分小学校、内野小学校の児童が登下校

に利用しております。また、筑穂地区桑曲線スクールバスにつきましては、朝の登校便のみ一

般市民も利用できる一般混乗路線として運行しております。次に、庄内小学校スクールバスに

つきましては、庄内小学校へ通う対象自治会の児童が登下校にて利用しており、上区と下区と

２方面へ、小型バス２台にて運行しております。次に、頴田小学校スクールバスにつきまして

は、頴田小学校へ通う１年生から３年生までの対象自治会の児童が朝の登校時に利用しており、

小峠方面と大畑方面へ、小型バス２台にて運行しております。次に、八木山地区スクールバス

につきましては、八木山地区から小中一貫校飯塚鎮西中学校に通う生徒と合わせまして、八木

山小学校へ区域外より通学する児童が利用いたしております。また、一般市民も利用できる一
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般混乗路線として運行しております。次に、目尾地区スクールバスにつきましては、小中一貫

校幸袋校の開校に伴い、旧目尾小学校から通学する児童が登下校に利用しており、２ルートで

運行を行っております。最後になりますが、鎮西地区スクールバスにつきましては、小中一貫

校飯塚鎮西校の開校に伴い、遠距離通学等となる対象自治会の児童が登下校に利用しており、

明星寺方面と建花寺方面にワゴン車２台にて運行しております。以上が運行状況等でございま

す。 

○守光委員 

 スクールバスの運行につきましては、それぞれの地域によって運行に至った経緯もあり、ま

た地域によっては実情は違いますが、実はある地区の保護者から席に空きがあるなら、兄弟関

係なのでバスに乗せていただけないでしょうかという保護者からのご意見またご要望もありま

した。以前にも質問したとおり教育委員会として一定の基準や方針が必要であるとも思ってお

りますが、このような場合、教育委員会として、柔軟な対応をするなどの考え等がありました

ら、お答えください。 

○教育総務課長 

 スクールバスを利用できる対象者につきましては、導入されました経緯など地区によって基

準がございます。遠距離通学による体力的な負担面、事故等からの安全面の配慮によって、利

用できる学年等を制度設計いたしております。委員には実例に応じたご質問をいただきました。

委員のご指摘につきましても、まずは地域の実態等を把握する必要があると考えております。 

○守光委員 

 要望も含めて最後にスクールバスにつきましては、それぞれ地域の実情に応じて必要とする

子どもたちのために運行されてきたと思っております。合併前より長くスクールバスを運行し

ている地区もあり、運行基準の統一については、かなり難しい課題であることも一定の理解は

いたしております。ただし、いろいろな計画には、中間見直しや社会情勢の変化などにより、

事業内容の見直しを行うことは、行政運営では多々あることだと考えております。今回の保護

者の要望についても、少子化など社会情勢の変化も踏まえ、本市として柔軟な対応ができない

か今後ともしっかりと検討していただきたいと、そのように要望いたしまして質問を終わりま

す。 

○委員長 

次に、２３２ページ、２４０ページ、小学校費、中学校費、学校管理費、その他の学校管理

費について、田中裕二委員の質疑を許します。 

○田中裕委員 

同じく２３２ページ、２４０ページの小中学校スクールバス運営管理費についてお尋ねをい

たします。私の質問は、業者選定の方法についてお尋ねをいたします。今現在、どのような業

者選定方法を採用されているのかお尋ねいたします。 

○教育総務課長 

 小中学校のスクールバスは、６地区７路線の運行をしており、現在その委託契約は、いずれ

も指名競争入札にて選定しております。 

○田中裕委員 

 数年前に私スクールバスについての一般質問等をかなり続けて行ったことがございます。そ

のときにスクールバスは、貸切りバスの業者選定を導入するようにと、要するに最低価格、最

高価格を設けてその価格内で業者選定を行うようにというふうに国が定めております。しかし

ながら、飯塚市のスクールバスには、先ほどの質問の際にも課長がご答弁されましたように、

八木山地区のスクールバス、そして筑穂桑曲地区のスクールバスは、一般乗客混乗であるため

に、貸切りバスの運用でなくてもいいということで、もういわゆる指名競争入札で極端に低い

価格で落札をされていたという経緯がございました。今回、この予算を見ましたらそんなに極
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端に下がっているということはないようにありますが、一般混乗路線の選定方法につきまして

も、そういった最低価格、最高価格、要するに貸切りバスの業者選考基準を導入されているの

か、お尋ねいたします。 

○教育総務課長 

 一般混乗を行っております２路線、八木山地区及び桑曲地区の選定につきましても、先ほど

ご説明いたしました入札方法、指名競争入札にて選定をいたしております。この選定方法につ

きましては、令和元年９月の決算特別委員会においてもプロポーザル方式の導入等についての

ご指摘を受けておりました。そのご指摘等も踏まえた形ではございますけども、現在は、他路

線と同様に国の示します一般貸切旅客自動車運送事業の運賃・料金制度、輸送の安全を確保す

るための貸切りバス選定・利用ガイドラインを遵守した形で設計し、金額面や安全性も踏まえ

た業者選定の仕様と積算基準で業者選定を行っているところでございます。 

○田中裕委員 

 指名競争入札であれば金額ですよね、安いところが落札をするという形ですが、それでは安

全性が確保できるのかどうか、今課長の答弁の中には貸切りバスの運用業者選定の規定を導入

しているということでございますが、安全性を考えた場合に、やはり価格だけではなくて、き

ちっと総合的に判断する必要があるのではないかと思っております。先日のコミュニティバス

の質問の際にも、プロポーザル方式で業者を選定していると、これは安全性を第一に考えてい

るからですという、このような答弁があったかと思いますが、スクールバスも同じようなプロ

ポーザル方式にすべきではないかと思いますが、今の業者選定で、安全運行には問題がないの

か、どのようにお考えなのかお尋ねいたします。 

○教育総務課長 

 現在の契約につきましては、国のガイドラインを遵守する中で、安全性を確認し、指名競争

入札にて行っており、現在一般混乗路線につきましても、先ほど申しました積算方法を用いま

して、国の定める上限額、下限額の範囲であるかを確認しながら、運航に必要な安全コストが

確保された金額で契約を行うようとしております。教育委員会におきましても、児童生徒の安

全を最優先にスクールバスの運行を行うものと考えており、現在の指名競争入札の中で、安全

性を担保できるよう改善も図ってまいりました。現状においては、適切な制度運用で事業者選

定が実施されているものと考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。 

○田中裕委員 

 ご理解いただきたいということでございますが、貸切りバス事業者に対しましては、貸切バ

ス事業者安全性評価認定制度というものがございます。いわゆる星３つというやつですね。こ

れを取得されている事業者は、きちっと安全に運行していると国が定めたものでございますが、

入札資格にこのことを導入すべきだと言ったら、これはもう恐らく１者、２者になってしまい

ますので、これを導入するというわけにはいかないと思いますけれども、こういったものをぜ

ひとも進めていただく必要があるのではなかろうかと思うんですね。これはお金もかかります

し、非常に時間もかかる大変なものであるというのは十分認識しておりますが、こういったも

のをきちっと取らなくてはいけないよねというふうな思いになっていただくということも必要

ではないかと思いますが、この点につきましては、どのように事業所に対して、進められてい

かれるおつもりなのか、お尋ねいたします。 

○教育総務課長 

 貸切バス事業者安全性評価認定制度による認定事業者の利用促進につきましては、市内事業

者で認定を受けている事業者は少なく、スクールバスの入札要件とすることは現状では難しい

と考えますが、優良事業者等の認定・認証制度等の安全安心に対する取組につきましては、国

も広く周知を図ることとしております。教育委員会としましても、同様の考えでおりますので、

関係機関等には、優良事業者の利用等について案内し、周知を行っていきたいと考えておりま
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す。 

○田中裕委員 

 スクールバスの運行につきましては、これまでも先ほど言いましたように何回となく質問を

させていただきました。これはバスに限ったことではございませんが、全国いろんなところで

交通事故が発生し、社会問題となっております。多くの子どもたちが乗車するスクールバスに

おいては、痛ましい事故があってはならないし、子どもの安全性を第一に考えていただき、そ

の取組には限りがないと思いますので、今後とも一層、子どもたちの安全性を第一に考えて、

取り組んでいただきたいと要望いたしまして、質問を終わります。 

○委員長 

 次に、２３３ページ、教育振興費、職員給与費について、城丸委員の質疑を許します。 

○城丸委員 

 私は小学校英語専科指導教員配置事業費についてお聞きしたいのですが、まず、小学校にお

ける英語教育について、現在どのようなカリキュラムになっているのか教えてください。 

○学校教育課長 

 新学習指導要領の実施によりまして、２０２０年度から小学校で外国語教育が必修化されま

した。これにより小学校３年生、４年生は外国語活動、小学校５、６年生は外国語科に変更さ

れております。小学校３、４年生の外国語活動では、外国語に慣れ親しむという目的で、年間

３５コマ、週１回程度行っております。小学校５、６年生になりますと、教科化されまして、

外国語によるコミュニケーションを図る基礎となる資質・能力を育成することを目指しまして、

年間７０コマ、週２回程度の授業を行うようになっております。 

○城丸委員 

 今の小学校５、６年生というのは、令和４年度からということですかね。以前からありまし

た小学校外国語教育推進事業費と令和４年度から始まります小学校英語専科指導教員配置事業

費、これは２８４４万円の予算が計上されておりますけれど、このやり方、効果の違いについ

て説明をお願いします。 

○学校教育課長 

 小学校外国語教育推進事業は外国語に初めて出会うであろうこの３年生、４年生の児童たち

に、年間５回のＡＬＴを派遣しております。小学校３、４年生の児童たちは１対１でコミュニ

ケーションを行うことはなかなか難しいので、学級のみんなで外国語のゲームやコミュニケー

ションを行い、外国に慣れ親しむとともに、外国文化の理解を深めております。今回新しくな

りました小学校英語専科指導教員配置事業費は、学習指導要領の改定に伴いまして、英語が教

科化となりましたので、小学校を５、６年生に対しまして、一定の英語力を有した専門性を持

った指導員を配置しまして、その教員が英語の授業を行うようにしております。そして、聞く

こと、読むこと、話すこと、書くことのより質の高い英語教育を行いまして、小学校から中学

校への接続を効果的に行うようにしております。この加配を有効に活用するとともに、外国

語・英語教育推進リーダーとして、校内の研修や授業準備などを推進していただき、小学校教

員の外国語教育の指導力向上にも執り行うようにしております。 

○城丸委員 

 簡単に言えば、３、４年生は英語に慣れるというところで、５、６年生になれば、中学校に

入るための本格的な英語を勉強するための準備を行うということの理解でよろしいですか。私

は本当にうらやましく思うというか、我々は中学校の頃はいきなり英語にぶつかりまして、ま

ず文法から入っていったりしたので、私もこういう教育をしていただくと、多少はしゃべれる

ようになったかなと、ただ、分かりませんけれど。もし、英語がしゃべれると見える世界が変

わってくるのではなかったかなというふうに思っております。非常にうらやましく思っていま

す。これからグローバルな人材をつくっていくのも使命だと思いますので、まずこれは絶対に
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必要な事業だと思っております。どんどん進めていってほしいと要望いたしまして、終わりま

す。 

○委員長 

 次に、２３７ページ、２４４ページ、小学校費、中学校費、教育振興費、学校図書費につい

て、金子委員の質疑を許します。 

○金子委員 

 私のほうからは２３７ページの小学校費の中の図書費、６６５万５千円、そして、

２４４ページの中学校費の中の図書費、４２１万４千円について質問させていただきます。ま

ず、資料を提出していただいておりますので、その説明をお願いいたします。 

○教育総務課長 

 提出資料につきましては７８ページ、学校図書費の内訳についてを提出いたしております。

本資料につきましては、令和元年度から令和４年度までの学校図書費と児童生徒数及び学級数

の推移について記載しております。また、令和元年度と令和２年度につきましては、各年度末

現時点の蔵書数を記載しております。充足率につきましては、文部科学省が学校図書館の整備

目標として、学級数に応じて定めております学校図書館図書標準に対しての達成割合となって

おります。お尋ねの学校図書費の内訳につきましては、令和元年度は小中学校の合計

１０６１万５千円、令和２年度は小中学校の合計１０６８万９千円、令和３年度は、現在は予

算ベースではございますが、小中学校の合計１０８０万４千円となっており、僅かではござい

ますが、年々増額予算となっております。当初予算となります令和４年度につきましても、学

校図書館におけるさらなる図書の充実を図るための必要予算として、毎年、各学校とヒアリン

グを行い、小学校費で６６５万５千円、中学校費で４２１万４千円、合計１０８６万９千円と

前年度を超える要求をさせていただいております。 

○金子委員 

 令和２年度の充足率が出ていて、よく見ると、小学校が１１１％、そして中学校が９９％と

なっております。本当に充足していることがよく分かりますが、またさらによく見ると、幾つ

かの小学校では８５％というふうに出ております。また、ほかのところでは１３４％とか

１３８％というふうになっておりまして、いろいろな状況でこういう数になっていたのではな

いかと思いますので、さらによく調べていただいて、何でこの数が少なくなっているのかとか

というのをもうちょっと調べていただいて、全ての子どもたちに本が行き渡るようにお願いい

たします。では、この図書の購入なんですけれども、どのような選書を行っているのか、教え

てください。 

○教育総務課長 

 学校図書館の図書にかかる選書から購入につきましては、各学校の学校司書さんが行ってい

ます。選書の主な方法としましては、全国学校図書館協議会等の推薦図書や、新刊書籍からの

選書、児童生徒からのリクエスト、また教職員への希望調査等を行い、その内容や蔵書の構成

を学校長と確認し、計画的に購入を行っております。 

○金子委員 

 国から第６次学校図書館図書整備等５か年計画というのが、来年度から令和８年度まで計画

されております。その主な３つの柱がありまして、一つは学校図書館の図書整備、もう一つが

学校図書館への新聞配備、そして学校図書司書の配置というふうになっております。飯塚市の

状況を見てみたら、その学校図書館の図書整備はまずまずではないかと思いますが、要望です

けれども、学校図書館の新聞の配備がどうなのかなというのがちょっと心配なところでありま

すので、ぜひその辺をしっかり調べていただきたいと思います。理由が選挙権の年齢の１８歳

以上への引下げと成年年齢の１８歳に引下げに伴い、児童生徒が主体的に主権者として必要な

資質能力を身につけることの重要性を考えて、図書館への新聞の複数紙配備を図るということ
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なので、ぜひご検討をお願いいたします。また、学校司書に関しましては、小学校が図書の時

間等がかなり忙しくなっていると思います。令和３年度、令和４年度を見てみても、小学校で

も２５クラスとか２６クラスのクラスがあります。ここで、司書の先生たちがどのような仕事

をするかというと本当に大変だと思います。選書もしながら、子どもたちを見るというと本当

に大変なお仕事ではないかと思いますので、ぜひ、しっかりと学校の図書館がまた重要な場所

でもありますので、充実していただきますようよろしくお願いいたします。 

○委員長 

金子委員に申し上げます。質疑時間が残り５分を切っておりますので、よろしくお願いいた

します。 

次に、２６７ページ、保健体育施設整備費、保健体育施設整備事業費について、川上委員の

質疑を許します。 

○川上委員 

 市民公園テニスコート改修工事４億円の内訳をお尋ねします。 

○健幸都市推進課長 

 市民公園テニスコートの改修でございますけれども、これは現在あるクレイコートが８面ご

ざいますけれども、その８面全てを人工クレイコートに改修いたします。これに加えまして、

コート周りのフェンス、また観覧席について改修を行うものでございます。これにより、降雨

後、また少量の雨の場合でも、早い段階でプレーができ、イレギュラーも少なくなると考えて

おります。そのため、軟式テニス、公式テニス、どちらともの利用の拡大が図れると考えてお

ります。 

○川上委員 

 内訳を聞いたので、その単価とかいろいろ聞かせてください。 

○委員長 

 暫時休憩いたします。 

休憩 １６：０４ 

再開 １６：１５ 

委員会を再開いたします。 

○健幸都市推進課長 

失礼いたしました。テニスコートのコート舗装工事でございますけどもこれが８面分、こち

らのほうが約２億６千万円弱でございます。それとスタンドの改修工事、こちらのほうが約

４８００万円程度、それと外柵工事、こちらのほうが約６６００万円程度、それと照明設置、

４面分ですけども照明を設置いたします。こちらのほうが約３８００万円程度となっておりま

す。 

○川上委員 

 １面当たり３千万円超すような工事なんですけど、今回工事費用の一部を懸案のサッカーグ

ラウンドの整備に回すということについては、どう検討したかお尋ねします。 

○健幸都市推進課長 

 今回のテニスコートの改修工事費用をサッカー場にというようなことで検討はいたしており

ません。ただし、これまで新体育館を建設するに当たって、元の陸上競技場、それと市場のと

ころに庄内工業団地グラウンドがございました。こちらのサッカーができる環境というのが失

われまして、新たなサッカーができるような環境整備というのは、今、検討を行っているとこ

ろでございます。 

○川上委員 

 ちょっと関連でもう一つだけ質問しますけど、それについては関係のサッカー協会、その他

の方々、学校の関係もあると思うんだけど、それらとはどういう協議をする方向ですか。 
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○健幸都市推進課長 

 サッカー場の建設に当たりましては、数年前、新体育館建設の段階から、市のサッカー協会、

それと筑豊のサッカー協会、こちらのほうと定期的な協議は行っているところでございます。 

○委員長 

 次に、２６７ページ、保健体育施設整備費、体育館等建設事業費について、川上委員の質疑

を許します。 

○川上委員 

 今後のスケジュールをお尋ねします。 

○健幸都市推進課長 

 令和４年度になりますけども、令和４年度に外構工事を発注いたします。全ての工事におい

て年度末の竣工を予定いたしております。その後供用開始につきましては、令和５年４月中旬

に、何とか供用開始をしたいというところで予定を組んでいるところでございます。 

○川上委員 

 年度を越えてやってきているんですけど、全体事業費、総事業費は見通しを含めて、どれぐ

らいになりますか。 

○健幸都市推進課長 

 まだ工事等々の発注が終わっておりませんので、予算ベースになりますけども、５６億

７８００万円程度となっております。 

○川上委員 

 財源の手当てはどうなっていますか。 

○健幸都市推進課長 

 この分が国庫支出金、社交金でございますけども―――。 

○委員長 

暫時休憩いたします。 

休憩 １６：２０ 

再開 １６：２０ 

委員会を再開いたします。 

○健幸都市推進課長 

 失礼いたしました。社会資本整備交付金が約１７億９千万円、適正化事業債、こちらのほう

が約３２億６千万円、一般財源が６億３千万円を見込んでおります。 

○川上委員 

 ３２億６千万円の借金ということなんですけど、これはそれぞれ違うかもしれないけど、利

息はどれぐらいですか。 

○委員長 

暫時休憩します。 

休憩 １６：２１ 

再開 １６：２１ 

委員会を再開いたします。 

○健幸都市推進課長 

 適正化事業債、約３２億６千万円の償還期間、これを２５年、利率０．４％として計算する

と、総償還額が約３６億４千万円、うち利息分が約１億８千万円となります。 

○川上委員 

 そしたら、利息を入れると今の見通しは５８億６千万円の事業という感じになりますかね。 

○健幸都市推進課長 

 はい、そういう計算になります。 
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○川上委員 

 片峯市長、どういう感想ですか。この５８億６千万円というボリューム感。 

○市民協働部長 

 新体育館事業につきましては、公共施設の基本方針とかに倣いまして、再編統合した施設で

あります。そして、特別委員会も設置していただいて、協議して、そして整備を進めていって

おるわけでございます。なおかつ、今説明いたしましたように、国の交付金、そして、有利な

適正化債、そういったものを活用して、できるだけ市の負担、そういうものを減らしたところ

で、適正な整備を進めているということでございます。 

○川上委員 

 ボリューム感を聞いたわけですよ。最初に、齊藤市長が検討委員会に提起したときに、審査

の過程で現地建て替えっていうのもありますよと。９億円というグレード、１５億円というグ

レード、移転新築で４７億円というグレードがありますよと。４７億円って言ったかな。はる

かに超えているわけだけど、ここのところについて、例の７億円のことも含めて、片峯市長と

しては満足なのか、どうなのか、市長としての見解を聞きたいわけです。 

○市民協働部長 

 総事業費、当初は４７億円という形で、確かに話しておりました。その後、工事費の高騰と、

それから、もともと、フミン酸という想定していない土壌が出てきたことによって、変更にな

ったということで総事業費が当初より膨らんでしまったということに対しては、申し訳ないと

いうふうには思っております。 

○川上委員 

 １５億円の現地建て替えで、バッチリの体育館になっていたんでしょう。現地でやればさ、

フミン酸とか出てこなかったんでしょ。このフミン酸が出てきたのはこの災害なんですか。あ

なた方にとっては。こうこうこうだから仕方がないという答弁だったけど、それも含めて、市

長は何か言うことがないのかと、市民に、予算特別委員会を通じて。言うことがないんだった

ら言うことはないと言ってくださいよ。 

○片峯市長 

 想定よりも多くの支出を伴うことになったことについては、私も、何と言えばいいのかな、

そんなはずでは、これほどまでに膨らむとは思ってなかったなあというのが正直な実感として

ありますが、もろもろの経緯を踏まえると、どんと虫がたかったことがあるとも思っています。

また、現地建て替えでもよかったのではないかというようにご指摘があっていますが、現地で

ありましたら恐らく、恐らくといいますか、現状のアスリート、そしてスポーツ競技を考えま

すと、大会において、場所的にも、それから施設的にも、活用していただけないような、本市

の総合体育館になってしまったことを考えると、未来につながる投資であると思っています。

今後、様々な協議で、市民の皆さんに活用していただいて、喜んでいただきますとともに、健

康増進にも寄与する施設としてしっかりと活用計画を立てていきたいと思っておりますし、ま

た、スポーツツーリズムの流れをつくり、市外から多くの方々を呼び込むことができるような

取組をすることで、この投資が決して無駄ではなかったと、市民の皆さんに実感していただけ

るようなものにしていきたいと思っています。 

○川上委員 

 そういうふうにおっしゃるんだけど、２つの点で申し上げたいんだけど、一つはスポーツ施

設という性質もあるけど、避難所でしょ。飯塚地区の、飯塚全体の第２種だから。これを地元

からなくしてそのままという考え方、こういったことを含めて、そもそも論で問題があるので

はないですかという。それからもう一つは、入札と工事の経過を振り返ってくださいよ。どう

いう入札だったか。それから追加工事、専門家と何の相談もなしにやったことについては市長

も反省しますと言ったことがあるけど、そういう反省の塊がこれなんでしょ。今の答弁でいい
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ですか、市長。 

○片峯市長 

 まず２点ご指摘だったと思います。避難所機能については、今の総合体育館があるところの

周辺の方々が、大規模災害のときの避難所の確保は大丈夫なのかというご指摘でございますが、

これまで現在の市の第１体育館を水害のときに避難施設としてほぼ活用したことはございませ

ん。緊急に要望がありまして、会議室のほうにお見えいただきました世帯は何世帯かありまし

たが、すぐに交流センター、そして学校のほうに移動していただきました。今後、あの施設、

あの周辺地区の方々については、これまで以上に丁寧に避難場所として交流センター、そして、

近隣の小学校施設等をご案内して行きたいと思っております。また新しい体育館につきまして

は、駐車場をしっかりと整備できますし、避難施設としてのありようも備えた体育館になって

おりますので、災害時においての本市の総合避難所が必要な場合には、そのような機能も十分

に果たせるだけのものになると思っています。またもう一つのご指摘の工事の件につきまして

は、先ほど部長も答弁しましたフミン酸等の案件につきましては、私も個人的にネットで調べ

ましたりして、なかなかあるようなものではないこと、でも現に検査をすればそれが出てきた

こと、その対応が非常に難しいことまでは分かりましたが、あえて専門家の知見をさらに集め

るようなこともすればよかったとも思っておりますし、入札につきましても、工事の発注につ

きましても、なかなか手が上がらずに苦慮いたしましたので、今後、よりスムーズに、また、

説明責任を果たせるように、公共工事が実施できるように、担当課共々に研さんを深めていき

たいと思っております。 

○川上委員 

 最初のそもそも論について言えば、決めてから住民に説明する、納得してもらうというやり

方ですよ。こんなのでいいんですか。それから、入札その他については、地元の有力な企業が

絡んで、それでゼネコンが次々に入札辞退をしていくと。そのたびに予定価格上がっていくよ

うな話。これにずっと飯塚市は付き合わされてきて、そしておまけにフミン酸でしょ。専門家

の責任分担についても、市の顧問弁護士とも相談しないと。こういうような反省のないやり方

が、オートレース３６億円の工事について、片峯市長の下では、こういう工事はやっぱりして

もらったら困るという声となって今度請願が上がっているわけでしょ。このことは、嘉穂劇場

がどういった構想になっていくかも心配されるわけですよ。地元の有力企業がどう絡んでいく

のかなとか、みんな言っているよ。聞いたことあるでしょう。質問を終わります。 

○委員長 

 次の２６８ページ、学校給食費、学校給食事業費については、江口委員より取り下げる旨の

申出があっております。 

 次に質疑事項一覧表以外の質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

 質疑はほかにないようですから、第１０款教育費から第１３款予備費までについて、質疑を

終結いたします。 

 お諮りいたします。議案第４号については本日の審査をこの程度にとどめ、明３月１５日午

前１０時から委員会を開き、審査したいと思いますがご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

ご異議なしと認めます。よってこのように決定いたしました。 

これをもちまして、令和４年度一般会計予算特別委員会を散会いたします。お疲れさまでし

た。 

 

 


